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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （千円） 6,394,783 7,119,517 7,563,063 8,164,721 10,875,076

経常利益 （千円） 1,163,171 1,419,978 966,942 1,237,291 2,256,755

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 822,689 1,010,913 664,179 843,426 1,548,227

包括利益 （千円） 865,305 1,015,440 644,894 857,965 1,534,433

純資産額 （千円） 6,504,206 7,202,299 7,492,983 7,980,391 9,140,015

総資産額 （千円） 7,973,054 8,919,526 8,927,867 9,743,855 12,052,147

１株当たり純資産額 （円） 449.27 497.18 517.04 549.13 626.34

１株当たり当期純利益 (円) 57.19 70.14 46.02 58.33 106.23

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
(円) 56.75 69.67 45.72 57.98 106.13

自己資本比率 （％） 81.1 80.4 83.6 81.7 75.8

自己資本利益率 （％） 13.3 14.8 9.1 10.9 18.1

株価収益率 （倍） 22.54 16.72 22.82 26.33 15.39

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 1,094,225 1,489,284 593,061 1,708,996 2,881,411

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △706,155 △289,397 △912,746 △1,313,180 △1,700,692

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △191,151 △367,129 △404,390 △421,601 △397,402

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 3,423,343 4,256,100 3,532,025 3,506,240 4,289,556

従業員数
(人)

437 464 488 553 610

[外、平均臨時雇用者数] [47] [54] [105] [226] [298]

　（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し

ており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （千円） 6,284,835 7,029,254 7,460,435 8,063,366 10,717,054

経常利益 （千円） 1,182,044 1,445,330 993,205 1,264,749 2,395,149

当期純利益 （千円） 839,649 1,019,766 680,647 894,026 1,707,121

資本金 （千円） 921,415 930,593 934,935 957,421 989,650

発行済株式総数 （株） 15,521,100 15,547,100 15,559,400 15,623,100 15,714,400

純資産額 （千円） 6,484,577 7,191,524 7,498,676 8,036,683 9,355,202

総資産額 （千円） 8,009,168 8,943,789 9,059,784 9,833,315 12,254,028

１株当たり純資産額 （円） 447.90 496.44 517.43 553.01 641.09

１株当たり配当額

(円)

22.00 24.00 27.00 28.00 30.00

（うち１株当たり中間配当

額）
(11.00) (12.00) (13.00) (14.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 (円) 58.37 70.76 47.16 61.83 117.14

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
(円) 57.92 70.28 46.85 61.72 117.02

自己資本比率 （％） 80.5 80.1 82.5 81.6 76.3

自己資本利益率 （％） 13.7 15.0 9.3 11.5 19.7

株価収益率 （倍） 22.08 16.58 22.26 24.84 13.96

配当性向 （％） 37.7 33.9 57.3 45.3 25.6

従業員数
(人)

411 436 444 493 523

[外、平均臨時雇用者数] [26] [20] [37] [101] [163]

株主総利回り （％） 132.6 123.3 113.5 165.5 178.6

（比較指標：東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ　ＩＮＤＥＸ　

スタンダード）

（％） (132.3) (115.5) (101.4) (144.1) (126.0)

最高株価 (円) 1,409 1,300 1,489 1,887 2,560

最低株価 (円) 948 924 984 1,000 1,190

　（注）１．最高株価及び最低株価は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】

年月 事項

1990年７月 大阪府吹田市豊津町９番２号に資本金5,000千円で株式会社フラワーメッセージを設立し生命保

険の営業職員を対象としたフラワー・ギフト事業を開始

1991年12月 東京都港区芝５丁目19番１号に東京営業所を設置

1992年７月 生命保険の営業職員を対象とした記帳代行事業（現・アカウンティングサービス事業）を開始す

るため大野税理士事務所と合弁で有限会社大野会計センターを設立

1992年10月 記帳代行事業の東京地区進出に伴い東京営業所を東京都港区芝５丁目14番14号に移転し、千原税

理士事務所と合弁で有限会社千原会計センターを設立

1992年12月 大阪府吹田市豊津町31番27号に本社を移転

1993年７月 記帳代行事業による中部地区進出のため、名古屋市東区泉１丁目１番31号に名古屋営業所を設置

1993年７月 東京営業所を東京都港区三田３丁目５番21号に移転

1993年12月 商号を株式会社エフアンドエムに変更するとともに会社の目的を法人及び個人事業主の帳簿の記

帳代行業並びに経営及び営業コンサルティング等に変更

1994年４月 記帳代行事業の拡大に伴い、本社を大阪府吹田市豊津町12番38号に移転し、フラワー・ギフト事

業を廃止

1995年９月 中堅中小企業の総務部門の充実を図ることを目的として、総務コンサルティング事業（現・コン

サルティング事業）を開始

1995年10月 総務コンサルティング事業の開始に伴い、東京及び名古屋営業所を各々支社に昇格

1996年９月 名古屋支社を名古屋市中区錦３丁目２番32号に移転

1997年３月 記帳代行事業を当社に統合化するために、有限会社大野会計センターの当社出資持分40％を大野

税理士に譲渡し、有限会社千原会計センターの当社出資持分48.3％を千原税理士に譲渡して合弁

関係を解消

1997年６月 東京支社を東京都品川区東五反田５丁目10番25号に移転

1998年５月 福岡営業所を福岡市博多区博多駅東１丁目14番３号に設置

1999年４月 仙台営業所を仙台市宮城野区榴岡４丁目２番３号に設置

1999年６月 株式会社エコミックより生命保険営業職員への記帳代行に関する事業を譲受

2000年４月 福岡支社を福岡市博多区博多駅南１丁目３番６号に移転

2000年７月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に

株式を上場

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社を設立（現・連結子会社）

2001年５月 本社を大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号に移転

2001年11月 名古屋支社を名古屋市中区栄２丁目８番13号に移転

2003年４月 仙台支社を仙台市青葉区堤町１丁目１番２号に移転

2003年12月 東京支社を東京都品川区南大井１丁目13番５号に移転

2006年５月 福岡支社を福岡市博多区博多駅東２丁目６番１号に移転

2006年６月 札幌支社を札幌市北区北７条西２丁目６番地に設置

2006年９月 一般事業者として全国初の信用金庫代理業の許可を取得

2006年10月 シニア向けパソコン教室のFC募集開始

2006年12月 東京支社を東京都中央区京橋１丁目２番５号に移転

2009年５月 名古屋支社を名古屋市中村区名駅南１丁目21番19号に移転

2011年12月 仙台支社を宮城県仙台市青葉区中央１丁目３番１号に移転

2015年４月 沖縄支社を沖縄県那覇市前島２丁目21番13号に設置

2015年４月 一般社団法人マイナンバー推進協議会を設立

2015年12月 札幌支社を札幌市中央区大通西１丁目14番２号に移転

2018年10月 札幌支社を札幌市北区北七条西４丁目４番３号に移転

2022年３月 一般社団法人マイナンバー推進協議会を清算

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所のＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）か

らスタンダード市場に移行
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社（株式会社エフアンドエム）、子会社１社により構成されており

ます。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の４部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

アカウンティングサービス事業………個人事業主及び小規模企業に対する経理代行を中心とした会計サービス

コンサルティング事業…………………中堅中小企業の総務経理部門に対する各種情報提供サービス

ISO及びプライバシーマークの認証取得支援

「ものづくり補助金」等の補助金受給申請支援

ビジネスソリューション事業…………認定支援機関である税理士・公認会計士事務所の対応力向上を支援する

「経営革新等支援機関推進協議会」

アラカルト型人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シリーズ

の販売

不動産賃貸事業…………………………当社が所有するオフィスビルの賃貸

その他……………………………………連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシステム開発事業

パソコン教室の本部運営及びFC指導事業

 

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所
有割合

（％）
関係内容

エフアンドエムネッ

ト株式会社
大阪府吹田市 58,000 その他 100.0

当社システムを開発して

いる。

役員の兼任あり。

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．前連結会計年度において連結子会社でありました一般社団法人マイナンバー推進協議会は清算したため、連

結の範囲から除いております。

 

 

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

アカウンティングサービス事業
185

(51)

コンサルティング事業
210

(45)

ビジネスソリューション事業
82

(50)

不動産賃貸事業
－

(－)

　報告セグメント計
477

(146)

その他
97

(139)

全社（共通）
36

(13)

合計
610

(298)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社か

らの短期派遣社員は含み、常用パートは除いております。）は年間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末と比べて57名増加しておりますが、その主な理由は事業規模の拡大によるもの

であります。
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(2）提出会社の状況

    2022年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

523 （163） 38.0 7.7 7,949,765

 

セグメントの名称 従業員数（人）

アカウンティングサービス事業
185

(51)

コンサルティング事業
210

(45)

ビジネスソリューション事業
82

(50)

不動産賃貸事業
－

(－)

　報告セグメント計
477

(146)

その他
10

(4)

全社（共通）
36

(13)

合計
523

(163)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パート

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの短期派遣社員は含み、常用

パートは除いております。）は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経営方針

　当社グループは、あらゆる事業者のバックオフィス業務の改善に貢献することを使命とし、金融機関をはじめとし

たさまざまなパートナーと共に支援を行っております。中でも日本の事業者の99％を占めながら、情報を入手しにく

いことで不利益を受けることが多い個人事業主と中堅中小企業の支援に注力してまいりました。時流を捉え多様な

ニーズに応えうる有益で価値あるサービスを、リーズナブルな価格で提供する「サービスの水道哲学」を企業哲学と

して、いただいた報酬以上の価値を顧客に提供することを事業のコンセプトとしております。そして全社員が愛され

る人物となり、「関わる全ての人と企業を物心両面で豊かにする」ことを、事業活動を行う上での目標とし、わが国

経済の活性化に貢献できる経営に努めております。

 

(2）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは当面、収益力の向上を図ることが優先課題であると認識しております。従いまして、経営成績や事

業の進捗を把握する上で、売上高営業利益率と売上原価率の変動要因の把握を重視しています。また、全社的にス

トック型のビジネスモデルを基本として事業を展開していることから、契約継続率についても重要指標として捉えて

おります。

　今後の施策としましては、引き続き各セグメントにおいて、既存チャネルの深耕を進めると共に、マーケティング

オートメーションを積極的に取り入れることで営業機会の増強に努めると共に、販売チャネルの拡大に取り組むこと

でトップラインを引き上げてまいります。また、マーケットの拡大や顧客ニーズの多様化に対応するため、属人的な

スキルやノウハウに頼らないサービスオペレーションの構築に努めます。同時に、それぞれが持つ暗黙知を形式知に

することで高品質なサービスに昇華させ、蓄積データの活用や顧客とのタッチポイントを戦略的に組み合わせること

で、画一的ではなくパーソナライズされたサービスの提供に努めます。これにより顧客満足度を上げつつ営業及び顧

客フォロー効率を高め、ストック部分の売上高を着実に増加させてまいります。また、ビジネスソリューション事業

における「オフィスステーション」シリーズの拡販においては、既に何らかのプロダクトを利用いただいているユー

ザーについて、アップセル・クロスセルの取り組みに注力することでLTVの向上に努めてまいります。

　コストコントロールについては、主にアカウンティングサービス事業においてAI活用を更に推進することで処理工

程における生産性の向上を図ること、また全社的にさまざまなITツールを活用し業務効率化を追求することなどを通

して、ローコストオペレーションに継続して取り組んでまいります。

 

(3）経営環境

　国内景気は新型コロナウイルス感染症の再拡大により停滞感が続いたものの、ワクチン接種が進んだことに伴い、

社会経済活動の正常化に向けた持ち直しとして、生産や設備投資等に回復の動きが見られるようになりました。波状

的に出現する変異型ウイルスへの対抗策を講じながらの事業活動ではあるものの、ニューノーマルに適応して事業を

継続・発展させるために、自動化、非対面、非接触等を実現するためのIT投資への関心はますます高まっており、

バックオフィスにおいても労働生産性向上を目的とした各種ソリューションへの期待は強まっていると認識しており

ます。このような状況のもと、当社グループといたしましては、引き続きあらゆる面でコスト競争力を追求し改善を

継続的に進めると共に、時流を捉え多様なニーズに応えうる事業展開をしてまいります。

　コロナ禍がもたらした行動変容の筆頭にIT化の推進が挙げられますが、日本のデジタル社会実現の司令塔としてデ

ジタル庁が発足し、2021年12月には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定されました。政府がコロナ

禍で打撃を受けた企業や個人に対して講じている様々な支援策や、社会保険手続き等の行政手続きにかかるコスト削

減の取り組みにもデジタルファーストの原則が適用されており、利便性を享受するためにはテクノロジーの活用が必

須となります。税分野においては2023年10月に「インボイス制度」の導入が控えていますが、これに対応するために

は請求書や領収書のデジタル化、キャッシュレス対応、税や社会保険手続きの電子化を促進させていく必要がありま

す。免税事業者が制度開始と同時に適格請求書発行事業者の登録を受けるためには、2023年３月31日までに登録申請

書を税務署に提出しておく必要があり、その期限まで一年を切りました。当社グループでは小規模事業者や個人事業

主をはじめ様々な業界・業種の相談先として機能できるよう準備を進めております。

　社会保険手続きの電子化については、2022年10月から社会保険の適用範囲が拡大され従業員数101人以上の企業が

対象となり、さらに2024年10月からは51人以上の企業と段階的に適用が予定されています。また短時間労働者の要件

が見直されることから対象者は確実に増加することになります。それに伴い増大する申請業務に企業や社会保険労務

士が対応を迫られることはマーケットの広がりと捉えており、今後ますます大きなチャンスを迎えることになるもの

と考えております。

　昨今、あらゆる企業がデジタル社会に最適化するために、生産性向上に向けた取り組みをより一層推進しており、

バックオフィス業務の外部委託やITの活用促進の動きが強まってきております。この流れは当社グループにとっては
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マーケットの拡大であり、全事業の成長速度を加速させる機会と捉えております。今後も各事業間のシナジーを高

め、更なるワンストップ・サービスの構築を図ってまいります。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①　更なるシナジーを生む事業体制の強化

　当社グループはバックオフィスの業務改善により、事業経営の持続的な成長を支援することを使命として事業活動

を展開しておりますが、バックオフィス全般のコンサルティングサービスを提供できる点、全国の地域金融機関を

パートナーとしている点、税理士・公認会計士及び社会保険労務士の会員ネットワークを持つ点は、ほかにはない当

社の強みであると認識しております。長期化するコロナ禍において、国内需要は持ち直してきつつあるものの景況感

は業界によって温度差があり、企業経営は難しい舵取りを強いられております。中でも中小企業は従来から抱える人

手不足や労働生産性の向上などの課題に加え、コロナ禍による行動変容により生じた顧客ニーズの変化やサプライ

チェーンの見直し、デジタル化への取り組みなど新たな課題への対応が求められています。中小企業の経営支援を行

う上で金融機関や税理士・公認会計士は非常に重要な役割を担っており、継続的な伴走型の支援が必要とされており

ます。特にコロナ融資制度の返済据え置き期間の終了に伴い返済負担が増加する企業や、事業の見直しや新たな事業

展開のため、事業計画の作成や補助金活用を検討する経営者に対して機動的に支援できる体制の強化が必要であると

認識しております。多様なチャネルによるアプローチを駆使し一貫性が高いサービスを提供することで、あらゆる事

業者の活性化に貢献してまいります。

 

②　業務効率化による利益率向上への取り組み

　利益率向上のための取り組みとして、業務効率化は不可欠であると認識しております。その実現に向けて、業務処

理工程の見直し、高度な判断を必要としない比較的単純な情報処理、顧客からの問い合わせ等に対する一次対応、顧

客属性に合わせた情報発信などへのITの積極活用を継続してまいります。属人的なサービス提供は品質に均一性を欠

くのに加え、量的・質的限界を迎えやすくマーケットの拡大や顧客ニーズの多様化への対応に時間を要することにな

ります。全社的に属人的なスキルやノウハウに頼らないサービスオペレーションを構築することにより、より多くの

顧客に効率的にアプローチできる体制を整備してまいります。同時に、求められているのは画一的ではなくパーソナ

ライズされたサービスであると認識しており、顧客のエンゲージメントを高めていくため、蓄積データの活用や顧客

とのタッチポイントを戦略的に組み合わせて顧客満足の向上につとめてまいります。

 

③　導入ハードルを下げた付加価値の高いサービスの開発

　「オフィスステーション」シリーズは、2020年４月１日からの大企業（資本金または出資金額が１億円を超える法

人）を対象とした社会保険手続きの電子申請義務化、健康保険組合に対する手続きなど電子化の対象範囲の拡大、コ

ロナ禍により加速したHR領域でのIT化などに対応すべく、機能開発ならびにシリーズ展開を行ってまいりました。管

理部門では多様な情報管理を行うことに加え、昨今HR領域では市場に実に多くのHRツールが出現したことにより、複

数のソフトウエアを導入することによる情報連携の複雑化、既存ツールとの機能重複などの事象が発生しておりま

す。そのような現状を踏まえ、当社グループでは導入を検討する企業が自社にとって必要な機能ごとに導入いただけ

るよう、アラカルト方式の販売を行っております。それを前提として開発の優先順位を検討すると共に、顧客生涯価

値（LTV）の最大化を企図した機能改善の開発ならびにカスタマーサクセスの強化に取り組んでまいります。

 

④　優秀な人材の確保と育成

　当社グループの今後の更なる成長を実現するためには、優秀な人材の確保及び育成が重要な課題であると認識して

おります。当社グループの唯一最大の財産は「人」であるため、採用後は「他社で３年で学ぶことを１年でマスター

する」の教育方針に基づき、営業力・人間性の両面から３倍速の成長を支援しております。各人が能力を開発するこ

とが提供サービスの品質向上を加速させ、経営成績向上の重要な原動力となります。テレワークの推進、育児等と仕

事が両立しやすい環境の整備、成果を正当に評価する仕組みの構築を進めるなどして、全社員の能力が最大限発揮で

きる環境づくりを行うことで、組織体制の強化に取り組んでまいります。合わせて当社の経営理念に共感し、高い意

欲を持った人材を採用するために積極的な新卒・キャリア採用活動を行い、早期に戦力化するための育成体制を強化

することで、持続的な成長を支える重要資本である人材に対する中長期的な投資を継続してまいります。

 

⑤　コーポレート・ガバナンスの強化

　持続的な成長と企業価値向上のためには、コーポレート・ガバナンスが適切に機能することが不可欠であると認識

しております。当社グループが事業活動を行う上では、顧客の個人情報や過去に当社グループと取引のあった企業を

含む会員企業の各種機密情報等を扱うことが多くあります。外部からの不正な手段によるコンピューター内への侵入

や、従業員等の過誤によりこれらの情報が漏洩した場合、当社グループの著しい社会的信用低下を招き、その結果、

経営成績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。これらのリスクを回避するため、業務フローの厳格な

運用、継続的かつ定期的な情報管理及びインサイダー取引に関する社内教育の実施、保管データへのアクセス制限な

どのシステム運用整備、データを取り扱う外部委託先に対する秘密保持契約の取り交わしを行っております。今後も
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事業規模の拡大に対応した内部管理体制の整備を進め、より適正かつ効率的な経営を遂行し、事業基盤の強化に努め

てまいります。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のと

おりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）主要事業の対象マーケットについて

　アカウンティングサービス事業における生命保険会社営業職員のマーケットは、直近の10年間は18万人から20万

人の間で増減を繰り返しておりますが、今後の各生命保険会社の施策及び経営環境により、減少する可能性があり

ます。一方、コンサルティング事業では中小企業がマーケットとなりますが、政府による支援策を必要とするもの

の、支援を受けるための手立てを自社では講じることができない中小企業は既に全国に数多く存在しています。

パートナーである地域金融機関からの紹介案件は増加の一途をたどっており、それに応えうる営業体制の強化が急

がれる状況にあります。また、ビジネスソリューション事業においては、近年、政府が行政のデジタル化を進めて

きたことに加え、コロナ禍によりあらゆる事業者においてIT化の取り組みが行われていることが、「オフィスス

テーション」シリーズ拡販においてはマーケットの拡大と捉えることができます。

(2）海外での業務委託について

　当社グループではアカウンティングサービス事業の原価低減策のひとつとして、記帳作業の一部を中華人民共和

国のシンセンに位置する企業に業務委託しております。こうした海外への業務委託においては、予期せぬ法律また

は規制の変更、テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱等のリスクが内在しております。このような事象が発

生した場合、当社グループのサービスが円滑に提供できなくなり、経営成績に悪影響を与える可能性があります。

(3）個人情報の管理について

　当社グループが一般個人及び法人向けに提供するサービスにおいて、その従業員等を含む個人情報等をサーバー

等で管理する場合があり、採用しているさまざまなネットワークセキュリティにも拘らず、不正アクセス及びその

他事由により個人情報の流出等の可能性は存在しております。このような事案が発生した場合、当社グループに対

する損害賠償の請求、訴訟、行政官庁等による制裁、刑事罰、その他の責任追及がなされる可能性があります。ま

た、これらの責任追及が社会的な問題に発展し当社グループが社会的信用を失う可能性があります。

(4）減損会計について

　当社グループでは、本社が所在する自社所有物件のほか、全国に営業拠点やパソコン教室直営店舗などが所有す

る事業用固定資産があり、また毎期積極的に開発費を投じている社内業務システムや販売用システムがあります。

将来的に不動産の下落及び経営成績によってそれらの減損処理が必要となった場合は、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。

(5）許認可を要する事業について

　当社グループの事業の一部においては、経営革新等支援機関などの関係省庁での許認可を必要とする事業を行っ

ております。今後関連法規の改正などによっては、同事業の提供する一部のサービスを継続できなくなる可能性が

あります。

(6）業績の季節変動について

　当社グループのサービスはバックオフィスの支援や改善を目的としたものですが、年末調整や確定申告などサー

ビス導入のきっかけとなる主だった手続きが下半期に集中する傾向があります。このことにより、連結会計年度に

おける各四半期の売上高、営業利益等の間に変動があり、今後も同様の傾向が続くため、上半期に比べて下半期の

業績が通期業績に与える影響も大きいものと見込んでいます。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大に伴う緊急事態宣言の発出やまん延

防止等重点措置が断続的に実施されるなど、経済活動は制限されたものの、ワクチン接種が進んだことに伴い、

徐々に経済活動の正常化に向けた動きがみられました。

　しかしながら、国際的な半導体不足やロシアのウクライナ侵攻に起因する資源価格の高騰、サプライチェーンの

混乱など、今後も依然として不透明な状況が続くものと予想されます。

　このような経済状況のもと、当社グループは引き続きテレワークや時差通勤、オンラインでの商談や顧客フォ

ローなどを積極的に推進することで、従業員及び顧客等の安全確保を優先するとともに、主要事業の会員数の増加

およびサービス内容の拡充と業務の効率化に取り組んでまいりました。

 

（財政状態）

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとし

ました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表

示方法による組替えを行っておりません。

（ⅰ）資産

当連結会計年度末における流動資産は54億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億42百万円増加しまし

た。これは主に現金及び預金が７億83百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が４億36百万円、有価証券が１億円

増加したことなどによるものです。

固定資産は65億77百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億66百万円増加しました。これは主にソフトウエア

が７億61百万円、繰延税金資産が１億29百万円増加したことなどよるものです。

この結果、総資産は120億52百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億８百万円増加しました。

（ⅱ）負債

当連結会計年度末における流動負債は27億81百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億33百万円増加しまし

た。これは主に未払法人税等が３億86百万円、賞与引当金が２億64百万円、その他（流動負債）が５億12百万円増

加したことなどによるものです。

固定負債は１億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ15百万円増加しました。これは主に退職給付に係る負

債が15百万円増加したことなどによるものです。

この結果、負債合計は29億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億48百万円増加しました。

（ⅲ）純資産

当連結会計年度末における純資産合計は91億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億59百万円増加しまし

た。これは主に親会社株主に帰属する当期純利益15億48百万円が計上された一方、剰余金の配当４億21百万円が計

上されたことなどによるものです。

この結果、自己資本比率は75.8％（前連結会計年度末は81.7％）となりました。

なお、特筆すべき重要な資本的支出の予定及びそれに伴う資金の調達は当面ありません。

 

（経営成績）

　当連結会計年度の経営成績は、売上高108億75百万円（前連結会計年度比33.2％増）、営業利益22億43百万円

（同84.0％増）、経常利益22億56百万円（同82.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益15億48百万円（同

83.6％増）となりました。

　なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用

しております。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記

載のとおりであります。

 

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（ⅰ）アカウンティングサービス事業

　アカウンティングサービス事業は、生命保険営業職員を中心とする個人事業主及び小規模企業に対する経理代行

を中心とした会計サービスになります。同事業では、訪問を伴う営業活動は引き続き一部制限を受けております

が、許容された地域において積極的な営業活動を行うと共に、各生命保険会社が新入社員向けに随時行っている研
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修への参加などで営業機会を得ました。その結果、当連結会計年度末（2022年３月31日）の会計サービス会員数は

77,509名（前連結会計年度末比4,225名増）となりました。

　この結果、アカウンティングサービス事業における当連結会計年度の売上高は36億63百万円（前連結会計年度比

6.3％増）、営業利益は11億13百万円（同9.6％減）となりました。

（ⅱ）コンサルティング事業

　コンサルティング事業は、中堅中小企業の総務経理部門に対して各種情報を提供する「エフアンドエムクラ

ブ」、ISO及びプライバシーマークの認証取得支援、「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとし

た補助金受給申請支援等になります。

　「エフアンドエムクラブ」については、2022年3月末時点で192行庫の地域金融機関と連携契約しております。こ

れを更に推し進めると共に、コロナ融資制度の返済据え置き期間の終了に伴い返済負担が増加する企業や、事業の

見直しや新たな事業展開のため、事業計画の作成や補助金活用を検討する経営者に対して、財務面の情報提供や支

援に重きを置いた提案を行うことで営業機会の増強に努めました。会員企業向けには、引き続きサービスのオンラ

イン化を進めることで活用の利便性を高め、定期的また自発的に利用できるサービス提供体制の整備を進めまし

た。その結果、当連結会計年度末（2022年３月31日）のエフアンドエムクラブ会員数は7,598社（前連結会計年度

末比852社増）となりました。

　ISO及びプライバシーマークの認証取得支援については、食品事業者全般にわたって義務化が進められている

HACCPに加え、主に自動車部品メーカーでのISO9001の需要への対応に注力しました。

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした補助金受給申請支援については、令和元年度補正

予算・令和２年度補正予算「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」として、当連結会計年度では６

次、７次、８次、９次締切の申請支援を行いました。その結果、９次締切分までに採択されたのは268件となりま

した。また、「事業再構築補助金」については５次締切までの申請支援を行いました。その結果、４次締切で採択

された141件を合わせ、４次締切までに採択されたのは389件となりました。なお、５次締切の採択結果は発表を

待っている状態です（2022年３月31日現在）。

 

補助金名 締切 採択数

ものづくり補助金

６次 75件

７次 50件

８次 83件

９次 60件

事業再構築補助金

１次  33件

２次 110件

３次 105件

４次 141件

５次 ※

※　採択結果は発表を待っている状態です（2022年３月31日現在）。

 

　この結果、コンサルティング事業における当連結会計年度の売上高は48億23百万円（前連結会計年度比62.3％

増）、営業利益は20億58百万円（同95.3％増）となりました。

（ⅲ）ビジネスソリューション事業

　ビジネスソリューション事業は、士業向けコンサルティング、及び企業・士業向けITソリューションの提供等に

なります。

　士業向けコンサルティングは、認定支援機関である税理士・公認会計士事務所の対応力向上を支援する「経営革

新等支援機関推進協議会」等となります。

　「経営革新等支援機関推進協議会」では、コロナ禍によって強まった中小企業からの優遇税制・財務支援要請へ

の対応ノウハウを必要とする税理士・公認会計士からの継続的なニーズが、営業機会の確保につながりました。会

員事務所向けには、会員専用サイトをリニューアルしてコンテンツを拡充させると共に、表彰制度などを取り入れ

ることにより積極的な活用を促進しました。その結果、当連結会計年度末（2022年３月31日）の「経営革新等支援

機関推進協議会」の会員数は1,548件（前連結会計年度末比359件増）となりました。

　企業・士業向けITソリューションの提供としては、人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シリーズ

の販売となります。「オフィスステーション」シリーズは、社会保険労務士や税理士向けの「オフィスステーショ

ン Pro」、マイナンバー管理ができる「オフィスステーション マイナンバー」、各種労務関連手続きを電子申請

できる「オフィスステーション 労務」、同プロダクトの機能を一部制限し無料で提供している「オフィスステー

ション 労務ライト」、ペーパーレスで年末調整が完了する「オフィスステーション 年末調整」、各種情報端末か

らいつでも給与明細を閲覧できる「オフィスステーション 給与明細」、有休の付与・取得・残日数管理を行える

「オフィスステーション 有休管理」で構成されています。
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　コロナ禍によりテレワークが急速に浸透したものの、これまで対面でのやりとりが中心となっていたことから、

日本企業は欧米企業と比較して未だにペーパーレス化が進みにくい状況ではあります。しかしながら、テレワーク

の浸透に加え、2022年１月に行われた電子帳簿保存法の改正など政府が進めるデジタル化構想により、ペーパーレ

ス化を推進することで本来注力すべき業務に取り組める環境を整備したいとする企業は増加傾向にあります。それ

を実現させる一つの手段として、「オフィスステーション 労務」は入退社手続きを始めとした労務手続きに関す

る従業員とのコミュニケーションや、社内のワークフローが全て完結できる点、「オフィスステーション 年末調

整」や「オフィスステーション 給与明細」は従業員と企業担当者の双方が享受できるメリットが見えやすい点に

おいて、HR領域のペーパーレス化に取り組みやすいプロダクトとなります。また、アラカルト型であることから、

企業が利用中のシステム機能と重複せず効率的な運用ができ、またバックオフィスのIT化をスモールスタートで始

めたいとする企業のニーズにも対応することができます。こうした背景もあり、最新のデロイト トーマツ ミック

経済研究所株式会社による『HRTechクラウド市場の実態と展望 2021年度版』では、労務管理クラウド出荷社数で

２年連続シェアナンバーワンとなりました。その結果、当連結会計年度末（2022年３月31日）の「オフィスステー

ション」シリーズの利用は、企業が19,381社（前連結会計年度末比6,081社増）、士業が2,168件（同374件増）と

なりました。

　この結果、ビジネスソリューション事業における当連結会計年度の売上高は20億32百万円（前連結会計年度比

40.1％増）、営業損失は12百万円（前連結会計年度は３億38百万円の営業損失）となりました。

（ⅳ）不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、当社が所有するオフィスビルの賃貸収入で安定した収益を計上しております。当連結会計年

度の売上高は１億10百万円（前連結会計年度比0.0％増）、営業利益は34百万円（同4.4％増）となりました。

（ⅴ）その他事業

　その他事業は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシステム開発事業、パソコン教室の本部運営及びFC

指導事業等になります。

　エフアンドエムネットでは、「オフィスステーション」シリーズを中心としたエフアンドエムが販売する商品な

どのグループ内向け開発が大部分を占めました。

　パソコン教室の本部運営においては、業績不振が続いていた直営店を６月に１店舗閉鎖し、採算店舗での収益力

向上に努めました。

　この結果、その他事業における当連結会計年度の売上高は２億45百万円（前連結会計年度比32.8％増）、営業利

益は22百万円（同79.9％減）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当社グループの資本政策は、安定的・継続的な利益還元に努めると共に、収益性向上を図るため、企業価値向上

につながる投資を行うことを基本方針としています。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ７億83百

万円増加（前年同期比22.3％増）し、42億89百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は28億81百万円（同68.6％増）となりました。これは主に税金等調整前当期純利

益22億58百万円、減価償却費７億53百万円、その他の流動負債の増加３億75百万円などがあった一方、売上債権の

増加４億41百万円、法人税等の支払４億69百万円などがあったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は17億円（同29.5％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支

出１億78百万円、無形固定資産の取得による支出14億６百万円、投資有価証券の取得による支出２億13百万円など

があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は３億97百万円（同5.7％減）となりました。これは主に配当金の支払４億21百

万円などがあったことによるものです。
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③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　該当事項はありません。

ｂ．受注実績

　該当事項はありません。

ｃ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

前年同期比（％）

アカウンティングサービス事業（千円） 3,663,907 106.3

コンサルティング事業（千円） 4,823,138 162.3

ビジネスソリューション事業（千円） 2,032,567 140.1

不動産賃貸事業（千円） 110,101 100.0

報告セグメント計（千円） 10,629,715 133.2

その他（千円） 245,361 132.8

合計（千円） 10,875,076 133.2

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　主要３セグメントにおいては、いずれも会員制ビジネスであるため、主たる売上は会費収入となります。売上高

の伸長は会員数の増加と原則的に比例するため、会員数を安定的に増加させることが、事業の成長には不可欠な要

素となります。また、収益力の向上を図ることが優先課題であると認識していることから、売上高営業利益率と売

上原価率を注視し、その変動要因の把握に努めております。これらについてのセグメントごとの具体的な取り組み

と振り返りは次の通りとなります。

［アカウンティングサービス事業］

　主なマーケットである生命保険営業職員のチャネルで会員数が増加しました。なお、同営業職員数は16.5万人

（2020年度月平均実働数　出所：株式会社保険研究所『インシュアランス生命保険統計号（令和３年版）』）であ

り、今後も拡大の余地は十分に見込めるものと考えております。いずれの生命保険会社においても年間を通して積

極的な採用活動を行うことはコロナ禍においても継続しており、随時新入社員向けの研修が実施されています。生

命保険営業職員は個人事業主であり、個人で納税の手続きが必要であることについて、研修で詳細の説明を受ける

ことになりますが、当社が確定申告やそのために必要な事柄についての研修を担当することで営業機会の確保に努

めております。研修では当社で開発したアプリを活用し、確定申告についての理解を深めていただいた上で、自分

で対応するのが難しいと判断された方が、当社サービスをスムーズご利用いただけるよう提案に繋げております。

また、契約に関する一連の手続きはオンラインで完結できるようシステム開発を行い、対面に限らない営業手法を

確立することで、より効率的な営業活動を実現させました。

　同サービスの解約は生命保険会社を退職することによるものが大部分を占めますが、当連結会計年度においては

前期に各生命保険会社において、一定期間給与補償が行われたことで退職による解約が抑制されたことが一服し、

解約件数は巡航速度に戻りました。一方で、新入社員向けの研修で営業機会を確保する取り組みを深耕拡大できた

ことが新規顧客獲得に繋がり、売上高の伸長に貢献しました。

　利益を押し下げた要因としては、コロナ禍の影響で制限を受けていた訪問を伴う活動を再開したことにより営業

活動費が増加したこと、また生命保険営業職員の活動量も増加したことで当社が経理代行する帳票が多くなり、処

理費の増加につながったことなどが挙げられます。

　また、AIの活用による処理工程の業務効率化を進めました。AI学習には相応の時間を要するため、現時点で劇的

な費用圧縮には貢献しておりませんが、今後その効果は着実に現れるものと考えております。またAI処理の精度を

向上させることにより、シェアードサービスやアウトソーシングを希望する企業の受け皿として機能し、新たな売

上を創出していきます。

［コンサルティング事業］

　ベースとなる収益は、エフアンドエムクラブ等の会費売上によるものです。売上拡大には、会員数の増大が必要

であるため、新規会員企業獲得のための営業活動を強化すると共に、長くサービス利用を継続していただくための

取り組みが重要であるとして、契約継続率に注目しております。持続化給付金の後継として創設された「事業再構

築補助金（中小企業等事業再構築促進事業）」への関心度合いは減速することが無く、引き続き多数の問い合わせ

があったことが営業機会の増強に繋がり、新規契約数を順調に伸長することができました。また、下半期において

はコロナ融資を受けた企業を中心に返済負担が増加する企業からの財務面での支援についての引き合いが多くなっ

たことが、提案の新たな切り口となりました。会員企業に向けては引き続きサービスのオンライン化を進めること

で活用の利便性を高め、定期的また自発的に利用できるサービス提供体制の構築を進めました。これにより利用継

続率を改善したことが会員数の増加に貢献し、売上を押し上げました。

 
2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

期末会員数 増減数 期末会員数 増減数 期末会員数 増減数

エフアンドエムクラブ会員数 6,379 171 6,746 367 7,598 852

　一方で「ものづくり補助金」及び「事業再構築補助金」をはじめとした補助金受給申請支援については、申請

数・採択数ともに過去最高を更新し、計画を大きく上回ったことが売上を押し上げました。

　営業機会の増強にはパートナーとなる地域金融機関との連携が重要となりますが、活動実績を高く評価いただい

ていることから業務提携の締結は順調に進み、業務提携済みの地域金融機関は１年間で29行庫増え、192行庫とな

りました。今後も開拓を進めると共に、稼働促進のための取り組みを積極的に行うことで営業活動を活性化させて

いきます。契約継続率については、経営力向上計画の策定支援を行うことで会員企業ごとに改善及び強化すべき課

題を明確にしてゴールを共有いたします。またタイムリーに個社の状況を把握する取り組みを仕組み化することに

より、伴走型支援を深化させることで継続率の改善が実現するものと見込んでおります。
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　エフアンドエムクラブの拡販は地域金融機関との連携によるところが大きいため、それに伴う手数料の支払いが

発生しますが、あくまでも変動費であり、営業基盤と販売力強化のためには必要な費用だと認識しております。昨

今のウクライナ情勢の緊迫化等による原油価格・物価高騰等は、中小企業にコロナ禍に加え更なる経済環境の悪化

をもたらしております。これに対応するため「事業再構築補助金」については1,000億円の追加予算が発表されま

した。これにより地域金融機関と共に、より多くの申請を行いたい多くの企業の支援が可能となり、営業機会の増

強につながります。翌期は更なる「エフアンドエムクラブ」の営業活動強化と、各補助金の申請支援をより数多く

行うことが業績に貢献する見通しです。

［ビジネスソリューション事業］

　税理士・公認会計士事務所向けサービスである「経営革新等支援機関推進協議会」の会員獲得は、「経営革新等

支援機関」の認定を維持・更新するための実績作りや、コロナ禍によって強まった関与先企業からの優遇税制・財

務支援要請への対応ノウハウを必要とする税理士・公認会計士事務所からの継続的なニーズが、営業機会の確保に

繋がりました。また、会員事務所向けのサービス提供は、会員専用サイトをリニューアルしてコンテンツを充実さ

せ、表彰制度や認定制度を取り入れることでサービス利用を自走化したことが生産性向上に寄与しました。

　「オフィスステーション」シリーズの拡販については、コロナ禍により急速に浸透したテレワークへの対応や生

産性向上の一環としてペーパーレス化を推進する企業が増加傾向にあることが追い風となりました。中でも年末調

整業務はIT化することで従業員と企業担当者の双方が享受できるメリットが見えやすく、導入に向けて前向きな企

業が多いという背景があります。年末調整は時期が決まっているため、拡販は通年ではなく商談が進みやすい時期

に集中的に取り組む体制で臨みましたが、それが充分でなかったことが「オフィスステーション 年末調整」の拡

販が期首計画を下回った要因です。一方で、士業事務所向けの「オフィスステーション Pro」は使い勝手が評価さ

れ顧問先企業に対する販売が進んだこと、追加した給与計算機能が給与計算から電子申請までの手続きを一気通貫

で行いたいという社会保険労務士からの要望にマッチしたものであったことにより、計画を上回って進捗しまし

た。また、広告宣伝活動に関する費用を減額したことにより前期と比べてマイナス幅は縮小したものの、営業損失

を継続しております。しかしながら、昨今のHR領域におけるIT化の勢いは類例のないことであり、またとない大き

なビジネスチャンスであるため、費用を投下することが今後の事業展開において不可欠であると考えております。

翌期は客足が戻った展示会への出展を積極的に行う計画としており広告宣伝費は増額となりますが、有効リードの

獲得などの成果を見極めて費用投下を行ってまいります。加えてARRとLTVの最大化に向けて、カスタマーサクセス

を強化いたします。また、「オフィスステーション」シリーズは利便性向上のため、機能追加や新しいプロダクト

の開発を継続して行うことから、その減価償却費が売上原価率を押し下げる要因となりますが、開発計画について

は内容を十分精査することでコストコントロールを行います。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループは、強固な財務体質を保持しつつ、企業価値向上に資する成長投資を行うべく、戦略的に経営資源

を配分することを財務戦略の基本方針としています。強固な財務体質の維持については、自己資本比率を指標とし

ております。当連結会計年度の自己資本比率は75.8％と、リスク耐性及び健全性において問題のないレベルだと認

識しておりますが、新型コロナウイルスやウクライナ情勢の影響により社会経済活動や事業環境の先行きは見通し

づらい状況が続いているため、キャッシュ・フローの状況を注視しつつ財務規律を堅持してまいります。

　経営資源の配分については、収益力の高い既存事業の強化・成長に貢献する投資と、事業経営の基盤である人材

採用及び育成への投資を最優先しながら、生産性向上のためのIT活用及び新規事業育成のための投資も継続して行

います。投資については、フリー・キャッシュ・フローを有用な指標と考えております。当社グループではフ

リー・キャッシュ・フローを、営業活動により獲得されたキャッシュ・フローと投資活動により支出されたキャッ

シュ・フローの合計として定義しております。この指標は戦略的投資や負債返済に充当可能な資金の純額となると

考えており、以下の通りフリー・キャッシュ・フローを算出しております。

（単位：百万円）

 2021年３月期 2022年３月期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,708 2,881 1,172

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,313 △1,700 △387

フリー・キャッシュ・フロー 395 1,180 784

　当連結会計年度においては、EBITDAの増加がキャッシュ・インを押し上げたものの、「オフィスステーション」

シリーズの開発を継続したことでキャッシュ・アウトを増加させました。ビジネスソリューション事業は翌期には

まだ全社業績に大きく収益貢献するには至りませんが、同セグメント単体では営業黒字に転じる計画としておりま

す。企業規模を問わずHR領域で急速なIT化が進んでいることは「オフィスステーション」シリーズの拡販にとって

追い風であり、成長力・収益力の両面から今後の成長エンジンと考えております。着実な拡販や収益力の強化に万

全を期すことで、投資回収をしてまいります。その他のセグメントも含め、利益成長によるキャッシュの創出力を

高めながら、資本コストと財務の柔軟性のバランスを考慮した資本構成を維持してまいります。
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　資金調達については、円滑な事業活動に必要なレベルの流動性の確保と財務の健全性・安定性維持を基本方針と

しております。当社グループのビジネスモデルでは大型の設備投資は発生しないため、そのための資金調達の必要

性はありませんが、事業展開に伴う資金需要には機動的に対応するため、充分な現金及び現金同等物を保有してい

ます。現金及び現金同等物の保有額については厳密な目標を設けておりませんが、金融情勢などを考慮しつつ、安

全性ならびに流動性の高い短期金融商品を中心に運用しています。

　株主還元については、安定的・継続的な利益還元に努めていくことを原則とし、事業活動を通じて創出した利益

を成長分野へ投資することで、長期的なEPSの成長に応じた配当水準の向上に努めてまいります。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

のとおりであります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

 

５【研究開発活動】

　当社グループは顧客である中堅中小企業及び個人事業主へ提供するサービスの品質向上を目的に、研究開発活動を

行っておりますが、当連結会計年度は研究開発活動の金額はありませんでした。

　当社グループでは特にアカウンティングサービス事業において、帳票の処理工程でのAI技術活用を更に推進し、生産

性向上を図っていきたいと考えております。そのため連結子会社であるエフアンドエムネット株式会社において、AIシ

ステム構築を目的としたさまざまなツールやサービスの調査等の研究開発の取り組みは継続いたします。それに伴い今

後グループとして研究開発活動費が計上されることがあります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、業務の効率化を目的とした業務システム等の投資など総額1,531,940千円の設備投資（ソフト

ウエア仮勘定は含めておりません。）を実施いたしました。

　主な投資は以下のとおりであります。

セグメントの名称 投資内容 金額（千円）

アカウンティングサービス事業 業務システム等開発 128,777

ビジネスソリューション事業 販売用システム等開発 1,148,324

全社
各種サーバー導入・入替 41,698

什器備品入替 38,468

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2022年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

合計
（千円）

大阪本社

(大阪府吹田市)

アカウンティング

サービス事業、コ

ンサルティング事

業、ビジネスソ

リューション事

業、不動産賃貸事

業、その他、全社

統括業務

施設
700,740 115,926

729,631

(783.16)
1,546,298

274

(105)

東京支社

(東京都中央区)

アカウンティング

サービス事業、コ

ンサルティング事

業、ビジネスソ

リューション事業

同上 25,068 17,256 － 42,325
103

(4)

名古屋支社

(名古屋市中村区)

アカウンティング

サービス事業、コ

ンサルティング事

業、ビジネスソ

リューション事業

同上 16,946 6,092 － 23,039
36

(－)

福岡支社

(福岡市博多区)

アカウンティング

サービス事業、コ

ンサルティング事

業、ビジネスソ

リューション事業

同上 20,339 7,656 － 27,996
30

(2)

仙台支社

(仙台市青葉区)

アカウンティング

サービス事業、コ

ンサルティング事

業、ビジネスソ

リューション事業

同上 4,206 357 － 4,563
20

(－)

江坂パークフロン

トビル

（大阪府吹田市）

不動産賃貸事業
賃貸用事

務所
245,193 726

346,995

(597.77)
592,916

－

(－)

第３Ｆ＆Ｍビル

（大阪府吹田市）

アカウンティング

サービス事業

内勤業務

施設
146,234 740

205,000

(364.16)
351,975

20

(38)

パソコン教室

(近畿圏)
その他

パソコン

教室
89 163 － 252

10

(4)

　（注）１．別途、大阪本社にソフトウエアとして2,299,882千円の帳簿価額（連結会社間内部利益消去後。ソフトウエ

ア仮勘定は含めておりません。）があります。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

３．大阪本社中には、不動産賃貸事業により貸与中の土地及び建物を含んでおります。

４．各支社及びパソコン教室の各事業所については、建物を賃借しております。
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(2）国内子会社

2022年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び構
築物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

合計
（千円）

エフアンドエムネッ

ト株式会社

本社

(大阪府吹田市)
その他

統括業務施

設
17,295 16,221 33,517

87

(135)

　（注）従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たってはグループ会議において提出会社を

中心に調整を図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400,000

計 50,400,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(2022年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(2022年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,714,400 15,714,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード)（事業年

度末現在）

スタンダード市場（提出

日現在）

単元株式数

100株

計 15,714,400 15,714,400 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

       該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2017年４月１日～

2018年３月31日

（注）

29,000 15,521,100 10,237 921,415 10,237 301,914

2018年４月１日～

2019年３月31日

（注）

26,000 15,547,100 9,178 930,593 9,178 311,092

2019年４月１日～

2020年３月31日

（注）

12,300 15,559,400 4,341 934,935 4,341 315,434

2020年４月１日～

2021年３月31日

（注）

63,700 15,623,100 22,486 957,421 22,486 337,920

2021年４月１日～

2022年３月31日

（注）

91,300 15,714,400 32,228 989,650 32,228 370,149

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【所有者別状況】

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 19 34 46 1 2,154 2,261 －

所有株式数

（単元）
－ 17,228 1,958 72,310 10,010 2 55,617 157,125 1,900

所有株式数の

割合（％）
－ 10.96 1.25 46.02 6.37 0.00 35.40 100 －

　（注）１．自己株式1,121,748株は、「個人その他」に11,217単元及び「単元未満株式の状況」に48株を含めて記載し

ております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が33単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

合同会社モリナカホールディングス 大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号 6,450,000 44.20

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,111,900 7.62

エフアンドエム従業員持株会 大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号 700,448 4.80

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 656,500 4.50

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 470,100 3.22

森中　一郎 大阪府吹田市 453,600 3.11

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)

(常任代理人　野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM

(東京都中央区日本橋１丁目13番１号)

367,400 2.52

奥村　美樹江 大阪府吹田市 306,900 2.10

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

(常任代理人　株式会社三菱UFJ銀

行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号　決済事業部)

306,158 2.10

小林　裕明 兵庫県神戸市北区 119,800 0.82

計 － 10,942,806 74.99

　（注）１．2021年３月19日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、三井住友DSアセットマネジメント株式

会社が2021年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月

31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　三井住友DSアセットマネジメント株式会社

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区虎ノ門１丁目17番１号

保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　株式　685,200株

株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　4.39％

２．2021年11月19日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、りそなアセットマネジメント株式会社

が2021年11月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月31日

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　りそなアセットマネジメント株式会社

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都江東区木場１丁目５番65号

保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　株式　628,000株

株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　4.00％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,121,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,590,800 145,908 －

単元未満株式 普通株式 1,900 － －

発行済株式総数  15,714,400 － －

総株式の議決権  － 145,908 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エフアンドエム
大阪府吹田市江坂町

１丁目23番38号
1,121,700 － 1,121,700 7.14

計 － 1,121,700 － 1,121,700 7.14

 

 
  

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 84 169,354

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,121,748 － 1,121,748 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び売渡による株式は含まれておりません。

 

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり30円の配当（うち中間配当15円）を実施

することを決定しました。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応える技術・開発体制を強化し、さらなる事業展開を図るために有効投資してまいりたいと考えており

ます。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2021年11月12日
218,890 15

取締役会決議

2022年６月28日
218,889 15

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社では、企業価値の増大及び企業競争力向上のため、経営判断の迅速化を進めております。会社の意思決定機

関である取締役会を活性化するために、各事業本部への権限委譲を進めることで業務執行の責任の明確化を図って

おります。

　また、これらの意思決定プロセスのチェック機能として、社外取締役の登用や電子ツールを活用した情報の共有

化等、不正を防止する仕組みを構築し、企業統治に努めております。

 

②　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　当社は監査等委員会設置会社であり、会社の機関としては、会社法に規定する株主総会、取締役会、監査等委員

会及び会計監査人を設置しております。また、任意の機関として経営幹部会議、コンプライアンス委員会を設置し

ており、それぞれの状況（有価証券報告書提出日現在）は以下のとおりであります。

 

イ　取締役会

・取締役会は、取締役12名、うち監査等委員である取締役は４名で構成されております。取締役会は、毎月開催

され、重要な経営事項の審議・決定並びに各取締役の業務執行・監視を行っております。

・議　長：代表取締役社長　森中一郎

・構成員：取締役（小林裕明、田辺利夫、奥村美樹江、原田博実、山本武司、本橋信次、小橋英治）、監査等委

員である取締役（西川洋一郎）、監査等委員である社外取締役（大野長八、宗吉勝正、山本浩二）

 

ロ　監査等委員会

・監査等委員会は監査等委員である取締役４名で構成されており、うち３名は社外取締役であります。監査等委

員である取締役は、取締役会に出席するとともに、内部統制システムを通じて適法性及び妥当性の観点から監

査を行っており、監査等委員会を核とした経営監視体制をとっています。

・議　長：監査等委員である取締役　西川洋一郎

・構成員：監査等委員である社外取締役（大野長八、宗吉勝正、山本浩二）

 

ハ　経営幹部会議

・取締役会に次ぐ機関として、経営幹部会議があります。経営幹部会議は、取締役・事業副本部長以上で構成さ

れ、毎月開催しております。会社運営に関する重要事項その他会社経営全般に関する事項について審議・報告

し、方針決定と業務遂行の迅速化を図る体制をとっております。

・議　長：代表取締役社長　森中一郎

・構成員：取締役（小林裕明、田辺利夫、奥村美樹江、原田博実、山本武司、本橋信次、小橋英治、西川洋一

郎）、事業本部長（岩本一孝、荒井伸介、加藤丈侍、上枝康弘、渡辺尚人、森中健斗、今野聖也、森

山大）、事業副本部長（氷見敦、小野真也、喜多村裕、前東寿昌、安部洋一、佐藤美杉、山本佳宏、

渡邉暁久、清水篤、河合幹雄、鈴木駿、石田芳士、市川賢、池邉俊貴、佐々木宗一郎、東野光宏、岩

本絵里、松尾麻希、浅羽陽二郎）

 

二　コンプライアンス委員会

・企業倫理及びコンプライアンス経営の社内的意思統一を図るため、コンプライアンス委員会を組織しておりま

す。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス統括責任者（コンプライアンス委員長）を管理本部長が兼

務し、事務局を管理本部に設置しております。また、各事業本部の管理職をコンプライアンス委員とし、全社

横断的なコンプライアンス体制を整備・運用しております。

・委員長：管理本部長　森山大

・構成員：岩本一孝、荒井伸介、加藤丈侍、小橋英治、上枝康弘、渡辺尚人、森中健斗、今野聖也、松尾麻希

 

　上記の体制を採用することで、経営の効率性と外部を含めた経営監視機能が十分に機能し、適切なコーポレー

ト・ガバナンスが実現できるものと考えております。
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・内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制についての模式図
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③　企業統治に関するその他の事項

・内部統制システムの整備の状況

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、信頼される誠実な企業であるために、コンプライアンスの統括責任者としてコンプライアンス担当取締

役を任命し、全社的な取り組みを横断的に統括するコンプライアンス法務室を総務部の中に設置する。コンプライ

アンス・ホットラインによりコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努め、その運営にあたっては、公益通

報者保護法を遵守し、通報者に不利益がないことを確保する。

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、文書管理・保存に関する統括責任者として担当取締役を任命し、文書管理規程に基づいて、取締役の職

務執行に係る情報その他重要な情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録し、各々の担当職務に

従い適切に保存しかつ管理する。取締役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとし、文書管理規程の改定に

ついては取締役会の承認を得るものとする。

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、会社のリスクに関する統括責任者として担当取締役を任命し、リスク管理担当取締役を補佐する統括責

任部署を総務部とし、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応を行う。リスク管理担当取締役は、必要に応

じて全社的リスク管理の進捗状況と内部監査の結果を、取締役会及び監査等委員会へ報告する。

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役の中から各取締役の職務執行の効率性に関する統括責任者として担当取締役を任命する。担

当取締役は、各取締役の職務執行の効率性に関するレビューを行い、必要に応じてその結果を取締役会へ報告す

る。

 

５．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項

　監査等委員会は、必要に応じて取締役及び管理本部所属の従業員に監査業務に必要な事項を命令することができ

るものとする。

 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの

独立性に関する事項

　監査等委員である取締役より監査業務に必要な命令を受けた管理本部所属の従業員は、その命令に関して、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）、管理本部長等の指揮命令を受けないものとする。

 

７．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関し、監査等委員会の指揮命令に従う旨を当社の取締役及び

従業員に周知徹底する。

 

８．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員、子会社の取締役、監査役、従業員又はこれら

の者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

　当社の取締役及び従業員、当社の子会社の取締役、監査役、従業員又はこれらの者から報告を受けた者は、監査

等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、

コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容をすみやかに報告する。報告の方法については、取

締役会と監査等委員会との協議により決定した方法によるものとする。

 

９．監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制

　当社は、公益通報者保護法を遵守し、監査等委員会への報告を行った通報者に対し、当該報告をしたことを理由

として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び従業員に周知徹底し、通報者に不

利益がないことを確保する。

 

10．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は

償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門において審

議のうえ、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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11．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、必要に応じて各業務執行取締役及び重要な各従業員からのヒアリングを行うことができるもの

とする。また、代表取締役社長、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催することができる。監査等

委員会の過半数は社外取締役とし、対外透明性を担保するものとする。監査等委員会は、独自に意見形成するた

め、監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、法律事務所、公認会計士、コンサルタントその他の

外部アドバイザーを積極的に活用することができる。

 

12．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除につき、反社会的勢力隔絶のための対策指針に明文化する。反社会的勢力対応部署を

設置する。対応に際しては、代表取締役社長以下、組織全体として対応する。反社会的勢力による不当要求に備え

て、平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機関と緊密な連携関係を構築する。ま

た、不当要求の際には、民事と刑事の両面から法的対応を行い、対応する従業員の安全を確保する。反社会的勢力

とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。また、反社会的勢力による不当要求は拒絶する。反社会的勢力

への資金提供は、絶対に行わない。反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由

とする場合であっても、事案を隠ぺいするための裏取引を絶対に行わない。

 

・リスク管理体制の整備の状況

　コンプライアンスにつきましては、コンプライアンス委員会を設置しております。「コンプライアンス規程」

「公益通報者保護規程」「情報管理規程」「個人情報保護規程」「情報管理・漏洩防止に関する規程」を制定し、

会社の基本方針及び具体的な行動指針を徹底し、法令・内部諸規則の遵守及び不正の防止を図るとともに、企業の

社会的責任を遂行するため、公正で活力のある組織の構築に努めております。

 

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、子会社における業務の適正を確保するために、統括責任者として担当取締役を任命する。子会社を管掌

する役員又は本部長は、当社及びグループ会社間での業務の適正確保に関する協議、情報の共有化、指示・要請の

伝達等を行い、必要に応じて改善策の指導、実施の支援・助言を行うことができる。子会社を管掌する取締役又は

本部長、及び子会社社長は、各部門の業務の適正を確保する制度の確立と運用の権限と責任を有する。子会社を管

掌する取締役又は本部長は、子会社に対し子会社の取締役及び従業員の職務の執行に係る事項の当社への報告を求

め、それらが効率的に行われること、法令及び定款に適合することを確保するとともに、損失の危険を監視し、業

務の適正管理に努める。

 

・責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責

任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因になった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない

ときに限られます。

 

・役員等との間で締結している補償契約の内容の概要

　該当事項はありません。

 

・役員等を被保険者として締結している役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　該当事項はありません。

 

・取締役の定数

　当社の取締役は14名以内とし、このうち監査等委員である取締役は４名以内とする旨を定款に定めております。

 

・取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任については累積投票

によらないものとする旨を定款で定めております。

 

・株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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・自己株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、機動的な自己株式の取得を可能にすることを目的とするものであ

ります。

 

・中間配当の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。これは、機動的な株主への利益還元を行うためであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性11名　女性1名　（役員のうち女性の比率8.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 森中　一郎 1961年２月13日生

1990年７月 当社設立

 当社代表取締役社長就任（現任）

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社取締

役就任（現任）

2009年11月 合同会社モリナカホールディングス

代表社員就任（現任）
　

(注)３ 453,600

専務取締役

営業統括管掌
小林　裕明 1961年７月25日生

1991年11月 当社入社

1999年４月 当社エフアンドエムクラブ事業本部

長

1999年６月 当社取締役就任

2001年５月 当社営業全般管掌

2001年10月 当社アウトソーシング事業本部長

2002年４月 当社営業全般管掌

2004年６月 当社常勤監査役就任

2007年６月 当社取締役就任

2007年６月 当社エフアンドエムクラブ事業本部

管掌

2008年４月 当社アウトソーシング事業本部管掌

2008年６月 当社常務取締役就任

2009年４月 当社営業統括管掌（現任）

2011年６月 当社専務取締役就任（現任）
　

(注)３ 119,800

取締役 田辺　利夫 1960年12月７日生

1992年12月 当社入社

1999年４月 当社アウトソーシング事業本部長

1999年６月 当社取締役就任

2000年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2001年５月 当社アウトソーシング事業本部管掌

2003年４月 当社アウトソーシング事業本部長兼

名古屋支社長

2005年４月 当社管理本部長

2007年６月 当社常勤監査役就任

2009年６月 当社取締役就任（現任）

2009年６月 当社管理本部長

2016年４月 当社アカウンティングサービス事業

担当（現任）
　

(注)３ 33,800

取締役

管理本部管掌
奥村　美樹江 1964年１月30日生

1990年７月 当社入社

1991年６月 当社取締役就任

2001年５月 当社内部監査室室長

2005年４月 当社アウトソーシング事業本部管掌

2006年６月 当社常務取締役就任

2008年８月 当社金融法人企画本部長

2009年６月 当社常勤監査役就任

2011年６月 当社取締役就任（現任）

2012年４月 当社管理本部管掌（現任）
　

(注)３ 306,900

取締役 原田　博実 1970年８月28日生

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社入社

2001年５月 当社入社

2003年４月 エフアンドエムネット株式会社取締

役就任

2003年４月 当社管理本部長

2005年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2006年４月 当社マーケティング統括本部長

2006年６月 当社取締役就任（現任）

2007年４月 当社タックスハウス事業本部管掌

2010年４月 当社エフアンドエムクラブ事業

（現　コンサルティング事業）担当

（現任）
　

(注)３ 15,800
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

営業顧問
山本　武司 1942年６月８日生

2002年４月 当社入社

2003年４月 当社東日本営業本部長

2004年９月 当社顧問

2006年６月 当社取締役就任（現任）

2009年４月 当社営業顧問（現任）
　

(注)３ 2,200

取締役 本橋　信次 1959年７月16日生

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社入社

2003年４月 同社代表取締役社長就任

2011年６月 当社取締役就任

2018年６月 エフアンドエムネット株式会社取締

役会長就任（現任）

2020年６月 当社取締役就任（現任）
　

(注)３ 11,500

取締役 小橋　英治 1973年11月14日生

1996年４月 当社入社

 当社アウトソーシング事業配属

2000年４月 当社エフアンドエムクラブ事業部長

2005年４月 当社管理本部経営企画部副部長

2008年８月 当社事業開発本部本部長

2018年４月 当社経営サポート事業本部本部長

（現任）

2022年６月 当社取締役就任（現任）
　

(注)３ 8,600

取締役

（監査等委員）
西川　洋一郎 1942年５月24日生

1998年１月 当社入社

1999年６月 当社常勤監査役就任

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社監査

役就任（現任）

2004年６月 当社取締役就任

2006年４月 当社管理本部長

2006年６月 当社常務取締役就任

2009年６月 当社営業顧問

2011年６月 当社常勤監査役就任

2015年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）
　

(注)４ 21,100

取締役

（監査等委員）
大野　長八 1948年12月27日生

1986年８月 株式会社ベンチャー・リンク取締役

就任

2000年４月 大野アソシエーツ代表（現任）

2006年８月 株式会社ガイアックス社外取締役就

任

2007年６月 当社社外監査役就任

2015年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）
　

(注)４ 1,000

取締役

（監査等委員）
宗吉　勝正 1949年10月13日生

1968年４月 大阪国税局入局

2002年７月 豊岡税務署長

2008年７月 高松国税局長

2009年９月 宗吉勝正税理士事務所所長（現任）

2010年６月 株式会社上組社外監査役就任（現

任）

2015年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）
　

(注)４ 2,200
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
山本　浩二 1954年12月28日生

1983年４月 香川大学商業短期大学部講師

1996年１月 大阪府立大学経済学部教授

2013年11月 大阪府入札監視等委員会委員長

2014年６月 テイカ株式会社社外監査役就任

2014年11月 大阪府指定出資法人評価等審議会会

長

2015年７月 大阪府監査委員（現任）

2017年３月 大阪府立大学退職、名誉教授

2017年４月 大阪学院大学経営学部教授（現任）

2019年６月 テイカ株式会社社外取締役（監査等

委委員）就任（現任）

2021年10月 大阪学院大学大学院商学研究科長

（現任）

2022年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）
　

(注)５ －

計 976,500

　（注）１．大野長八氏、宗吉勝正氏、山本浩二氏は、社外取締役であります。

２．当社の監査等委員会については次のとおりであります。

委員長　西川洋一郎、委員　大野長八、委員　宗吉勝正、委員　山本浩二

なお、西川洋一郎は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、情報収集

その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するためであります。

３．2022年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2021年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．2022年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 

②　社外役員の状況

　当社は、専門的な知識や経験、能力等を当社取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの一層

の充実に活かすことを目的に社外取締役を３名選任しており、独立役員として東京証券取引所に届け出ておりま

す。当該社外取締役は毎月開催される取締役会に出席し、業務執行部門から独立した公正にして中立な立場から経

営の監督とチェック機能の役割を果たすとともに、取締役会の議案について議決権を行使いたしております。

　社外取締役大野長八氏は、大野アソシエーツ代表であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ

ん。

　また、大野氏は当社株式を1,000株保有しておりますが、その他に当社との資本的関係又は取引関係その他利害

関係はありません。

　社外取締役宗吉勝正氏は、宗吉勝正税理士事務所所長及び株式会社上組の社外監査役であります。当社と兼職先

との間には特別の利害関係はありません。

　また、宗吉氏は当社株式を2,200株保有しておりますが、その他に当社との資本的関係又は取引関係その他利害

関係はありません。

　社外取締役山本浩二氏は、テイカ株式会社の社外取締役（監査等委員）及び大阪府監査委員、大阪学院大学経営

学部教授、大阪学院大学大学院商学研究科長であります。当社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。

　当社は社外取締役を選任するための独立性に関する基準については、独立性に関する基準を以下のとおり定め、

その要件を満たす社外役員及びその候補者を当社からの独立性を有しているものと判断しております。

 

＜社外取締役の独立性に関する基準＞

１．現在または過去における当社グループの業務執行者(※１)

２．当社の主要な株主(※２)またはその業務執行者

３．当社グループが主要な株主となっている者またはその業務執行者

４．当社グループと主要な取引先の関係(※３)にある者またはその業務執行者

５．当社グループの主要な借入先(※４)またはその業務執行者

６．当社グループから一定額を超える寄付(※５)を受けている者

７．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者

８．当社グループから役員報酬以外に一定額を超える金銭その他の財産(※６)を得ているコンサルタント、会計

専門家または法律専門家等

９．当社グループと社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者
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10．過去３年間において、上記２から９までのいずれかに該当していた者

11．上記１から10までのいずれかに該当する者の配偶者または二親等内の親族若しくは同居の親族

12．上記各項のほか、当社と利益相反が生じうるなど、独立性を有する社外取締役としての職務を果たすことが

できない特段の事由を有している者

 

※１　業務執行者とは、法人等の業務執行取締役、執行役、執行役員、その他これらに類する役職者及び使用

人等の業務を執行する者をいう。

※２　主要な株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。

※３　主要な取引先の関係とは、直近事業年度における当社グループとの取引額が双方いずれかにおいて連結

売上高２％を超える場合をいう。

※４　主要な借入先とは、直近事業年度末における当社グループの当該借入先からの借入額が当社グループの

連結総資産の２％を超える場合をいう。

※５　一定額を超える寄付とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は年間1,000万円、法人、組合等の団

体である場合には、当該団体の連結売上高または総収入の２％を超える場合をいう。

※６　一定額を超える金銭その他の財産とは、直近事業年度において、個人の場合は1,000万円、法人、組合

等の団体である場合には、当該団体の連結売上高または総収入の２％を超える場合をいう。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会及び会計監査との関係は、監査結果について年度末及

び必要に応じて、監査等委員及び会計監査人とディスカッションを実施し、妥当性・適正性を確保するために適宜

必要な発言を行うことで相互連携を図っております。

　内部監査室は、会計監査人と監査結果等について定期的に情報交換を行うなどの連携を図っております。また、

常勤である監査等委員とも密な情報・意見交換を行うことで連携を図っています。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員監査の状況

　当社は監査等委員会設置会社であり、当社における監査等委員会は監査等委員である取締役４名で構成されてお

り、うち３名は社外取締役であります。監査等委員である取締役は、取締役会に出席するとともに、内部統制シス

テムを通じ適法性及び妥当性の観点から監査を行っており、監査等委員会を核とした経営監視体制をとっていま

す。

　なお、常勤監査等委員である西川洋一郎氏は、当社の総務・経理・財務等の経営管理部門の長を務め、財務、会

計及び税務に関する相当程度の知見を有しております。

　大野長八氏は、経営者としての豊富な経験と高い見識に基づいて、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

　宗吉勝正氏は、税理士の資格を有しており、専門的見地から適宜必要な発言を行っております。

　山本浩二氏は、大学教授としての長年の経験から会計等の分野に深い知見を有しており、また複数の組織におい

て監査等の経験を有しております。

　監査等委員は、会計監査人から監査計画の概要、監査重点項目、監査結果等について定期的に説明を受けるとと

もに、必要に応じて情報・意見交換を行うなどして、連携を図っています。

　当事業年度において当社は監査等委員会を８回、取締役会を15回開催しており、個々の監査等委員の出席状況に

ついては以下のとおりであります。

区　分 氏　名 監査等委員会出席回数 取締役会出席回数

常勤監査等委員 西川　洋一郎 8回/8回 15回/15回

監査等委員（社外） 大野　長八 8回/8回 15回/15回

監査等委員（社外） 宗吉　勝正 6回/8回 12回/15回

（注）監査等委員である取締役の山本浩二氏は、2022年６月28日開催の第32期定時株主総会において就任したた

め、当事業年度における出席状況は記載しておりません。

 

　毎回の監査等委員会における主な検討事項として、取締役会における付議事項の妥当性、手続きの適法性等の運

営の適正性があります。その他、内部統制システムの整備・運用状況や情報管理体制の適正性、会計監査人の監査

の方法及び結果の相当性等について、適時検討を行っております。

　また、常勤監査等委員の活動として、取締役会のほか経営幹部会議等の重要な会議に出席し、意思決定の過程及

び業務の執行状況の把握に努めるとともに、会計監査人との定期的な情報・意見交換を行っております。

 

②　内部監査の状況

　当社における内部監査は、組織上独立の内部監査室を設置し、１名の専任者を配置しています。内部監査規程及

び内部監査実施要領に基づき、主要会議、議事録、稟議書等の閲覧、実地調査により監査手続きを実施しておりま

す。また、経理部、各事業本部への監査を実施し財務報告に係る内部統制の状況や、監査等委員である取締役及び

コンプライアンス委員会と連携して、内部統制の状況を確認しております。

　内部監査室は、会計監査人と監査結果等について定期的に情報交換を行うなどの連携を図っております。また、

常勤である監査等委員とも密なコミュニケーションが図れており、このほかにも両者とは必要に応じて情報・意見

交換を行うなどして、相互連携を図っています。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

仰星監査法人

 

ｂ．継続監査期間

５年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　公認会計士　寺本　悟

指定社員　業務執行社員　公認会計士　平塚博路

なお、継続監査年数は、両名とも７年以内のため記載を省略しています。
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ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士試験合格者３名、その他１名の合計10名であり

ます。

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　監査法人の選定方針は、監査法人の規模、品質管理体制、独立性及び専門性等を総合的に勘案して選定するこ

ととしております。

 

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、過年度における監査

時間の計画実績比や監査活動内容の適切性・妥当性を総合的に勘案し、上記の選定方針との適合性及び再任の適

否について評価しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 19,300 － 19,300 －

連結子会社 － － － －

計 19,300 － 19,300 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する報酬については、監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実

績の状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬の見積りの算出根拠が適切であるか検証を行った後に監査等

委員会の同意及び社内稟議決裁の上、決定しております。

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の報酬について、前事業年度の監査計画・監査の遂行状況、当事業年度の監査計

画の内容・監査時間数等について当社の規模・業務特性に照らして確認した結果、提示された報酬見積は監査品

質を維持向上させるために合理的な水準にあると判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第25期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除

く。）について年額200百万円以内（14名以内とし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等委員）につい

て年額30百万円以内（４名以内とする。）と決議されております。

　また、当社は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しており、当該決定方針の内容について

は監査等委員会においても審議され、決議されております。

　なお、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された

報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、監査等委員会における審議内容が尊重されていることを確認

しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は以下の通りです。

ａ．基本報酬に関する方針

　各取締役の基本報酬は、月例の固定金銭報酬とし、当社の業績等を踏まえ、株主総会で決議した報酬等の総額

の範囲内において、各取締役の役位、職責、職務執行状況等に応じて決定するものと定めております。

ｂ．報酬等の決定の委任に関する事項

　各取締役に支給する金額については、代表取締役社長　森中一郎に基本報酬の額の決定を委任しております。

委任した理由は、当社の業績等を勘案しつつ、各取締役の職務執行状況等の評価を行うには代表取締役社長が適

していると判断したためです。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類
別の総額（千

円）
対象となる
役員の員数
（人）

固定報酬

取締役（監査等委員及び社外取

締役を除く）
84,270 84,270 6

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
4,800 4,800 1

社外役員 3,600 3,600 2

（注）無報酬の取締役（監査等委員を除く）が１名存在しております。なお、当事業年度末日現在の取締役（監査等

委員を除く）は７名、取締役（監査等委員）は３名（うち社外取締役は２名）であります。

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　使用人兼務役員である者が存在しないため、記載しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、持続的な成長と社会的価値、経済的価値を高めるため、業務提携等など経営戦略の一環として、また、取

引先との良好な関係を構築し、事業の円滑な推進を図るために必要と判断する企業の株式を政策目的として継続保有

しております。その他の業務連携を主目的としない保有株式に関しては、投資目的として区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　当社は、政策保有目的での株式取得の検討に際しては、当社の財務の健全性に悪影響を与えるものではないか、保

有比率、取得額が合理的に必要な範囲を超えていないか等を踏まえ、当社の取締役会で審議しております。

　また、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等について検証するため、簿価から30％以上時価が

下落した銘柄については縮減を検討することを方針としております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 3 96,284

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

㈱フォーバル

37,800 37,800

現在は積極的な関係性強化は行っておら

ず、主に将来に向けての中長期的な関係

性維持を目的として保有しております。

そのため定量的な効果測定は困難であり

ますが、当社の売却検討基準には抵触し

ておらず、保有の合理性は保持できてい

ると考えております。

有

33,868 33,075

㈱エコミック

8,000 8,000
現在は積極的な関係性強化は行っておら

ず、主に将来に向けての中長期的な関係

性維持を目的として保有しております。

そのため定量的な効果測定は困難であり

ますが、当社の売却検討基準には抵触し

ておらず、保有の合理性は保持できてい

ると考えております。

無

3,736 4,792

富士ソフトサービス

ビューロ㈱

180,000 180,000

主にアカウンティングサービス事業にお

ける業務提携の円滑な推進を目的として

保有しております。

同事業におけるサービス提供体制の構築

と原価抑制に寄与しており、保有効果は

高いと考えております。

無

58,680 78,300

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

ａ．前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事業年度における受取配当金、売却損益

及び評価損益の合計額

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 2 103 2 103

非上場株式以外の株式 － － － －

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（千円）

売却損益の
合計額（千円）

評価損益の
合計額（千円）

非上場株式 － － （注）

非上場株式以外の株式 － － －

（注）非上場株式については、市場価格がないことから、「評価損益の合計額」は記載しておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、仰星監査法人

による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、また会計基準等の変更等について的確に把握することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、ウェブサイト及びメールマガジン等により最新の情報を確認しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,506,240 4,289,556

受取手形及び売掛金 544,571 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※１ 980,615

有価証券 － 100,000

商品及び製品 3,360 2,601

仕掛品 5,638 1,405

原材料及び貯蔵品 5,657 4,811

その他 82,061 110,233

貸倒引当金 △14,445 △14,100

流動資産合計 4,133,084 5,475,122

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,189,118 1,177,912

車両運搬具（純額） 0 －

工具、器具及び備品（純額） 138,126 166,245

土地 1,281,627 1,281,627

有形固定資産合計 ※２ 2,608,872 ※２ 2,625,785

無形固定資産   

のれん 68 51

ソフトウエア 1,596,413 2,357,774

その他 131,144 182,699

無形固定資産合計 1,727,625 2,540,525

投資その他の資産   

投資有価証券 522,421 503,309

繰延税金資産 245,309 374,944

滞留債権 25,388 30,778

差入保証金 135,331 135,951

保険積立金 353,437 382,812

その他 14,526 8,995

貸倒引当金 △22,143 △26,077

投資その他の資産合計 1,274,273 1,410,714

固定資産合計 5,610,771 6,577,025

資産合計 9,743,855 12,052,147
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,046 8,282

短期借入金 24,860 －

未払法人税等 273,238 659,453

賞与引当金 308,966 573,572

その他 1,027,521 ※３ 1,539,902

流動負債合計 1,647,632 2,781,211

固定負債   

退職給付に係る負債 41,145 56,344

負ののれん 1,093 911

その他 73,593 73,662

固定負債合計 115,832 130,919

負債合計 1,763,464 2,912,131

純資産の部   

株主資本   

資本金 957,421 989,650

資本剰余金 2,135,830 2,168,059

利益剰余金 5,072,695 6,199,012

自己株式 △271,692 △271,861

株主資本合計 7,894,254 9,084,859

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 68,950 55,156

その他の包括利益累計額合計 68,950 55,156

新株予約権 17,186 －

純資産合計 7,980,391 9,140,015

負債純資産合計 9,743,855 12,052,147
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 8,164,721 ※１ 10,875,076

売上原価 2,561,634 3,526,512

売上総利益 5,603,087 7,348,564

販売費及び一般管理費 ※２ 4,383,926 ※２ 5,105,039

営業利益 1,219,161 2,243,524

営業外収益   

受取利息 2,022 1,195

有価証券利息 4,938 4,982

受取配当金 2,382 2,120

保険手数料収入 299 267

業務受託料収入 873 840

除斥配当金受入益 1,165 663

負ののれん償却額 181 181

助成金収入 5,306 2,632

その他 1,442 1,619

営業外収益合計 18,612 14,503

営業外費用   

支払利息 181 25

その他 300 1,247

営業外費用合計 481 1,273

経常利益 1,237,291 2,256,755

特別利益   

固定資産売却益 － 18

新株予約権戻入益 168 1,848

特別利益合計 168 1,866

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 3,701 ※３ 16

特別損失合計 3,701 16

税金等調整前当期純利益 1,233,758 2,258,604

法人税、住民税及び事業税 404,749 833,924

法人税等調整額 △14,417 △123,547

法人税等合計 390,331 710,376

当期純利益 843,426 1,548,227

親会社株主に帰属する当期純利益 843,426 1,548,227
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当期純利益 843,426 1,548,227

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14,538 △13,794

その他の包括利益合計 ※ 14,538 ※ △13,794

包括利益 857,965 1,534,433

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 857,965 1,534,433
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 934,935 2,113,344 4,633,747 △271,511 7,410,516

当期変動額      

剰余金の配当 － － △404,479 － △404,479

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 843,426 － 843,426

新株予約権の行使 22,486 22,486 － － 44,972

新株予約権の失効 － － － － －

自己株式の取得 － － － △181 △181

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 22,486 22,486 438,947 △181 483,738

当期末残高 957,421 2,135,830 5,072,695 △271,692 7,894,254

 

    

 
その他の包括利益累
計額

新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券評価
差額金

当期首残高 54,411 28,056 7,492,983

当期変動額    

剰余金の配当 － － △404,479

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 843,426

新株予約権の行使 － △10,701 34,270

新株予約権の失効 － △168 △168

自己株式の取得 － － △181

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

14,538 － 14,538

当期変動額合計 14,538 △10,869 487,407

当期末残高 68,950 17,186 7,980,391
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 957,421 2,135,830 5,072,695 △271,692 7,894,254

当期変動額      

剰余金の配当 － － △421,910 － △421,910

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 1,548,227 － 1,548,227

新株予約権の行使 32,228 32,228 － － 64,457

新株予約権の失効 － － － － －

自己株式の取得 － － － △169 △169

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 32,228 32,228 1,126,316 △169 1,190,605

当期末残高 989,650 2,168,059 6,199,012 △271,861 9,084,859

 

    

 
その他の包括利益累
計額

新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券評価
差額金

当期首残高 68,950 17,186 7,980,391

当期変動額    

剰余金の配当 － － △421,910

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 1,548,227

新株予約権の行使 － △15,338 49,119

新株予約権の失効 － △1,848 △1,848

自己株式の取得 － － △169

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△13,794 － △13,794

当期変動額合計 △13,794 △17,186 1,159,624

当期末残高 55,156 － 9,140,015
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,233,758 2,258,604

減価償却費 526,046 753,485

長期前払費用償却額 591 447

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,991 3,590

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,558 264,606

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 11,274 15,199

受取利息及び受取配当金 △9,343 △8,298

支払利息 181 25

有形及び無形固定資産除却損 921 16

売上債権の増減額（△は増加） △65,891 △441,434

棚卸資産の増減額（△は増加） △4,376 5,837

仕入債務の増減額（△は減少） 5,050 △4,763

その他の流動資産の増減額（△は増加） 59,360 △40,780

その他の流動負債の増減額（△は減少） 154,845 375,823

未払消費税等の増減額（△は減少） 62,550 159,077

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2,449 69

その他 △168 △91

小計 1,962,799 3,341,415

利息及び配当金の受取額 9,552 9,236

利息の支払額 △167 △18

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △263,187 △469,221

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,708,996 2,881,411

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △136,840 △178,632

無形固定資産の取得による支出 △1,066,112 △1,406,288

差入保証金の回収による収入 218 1,526

投資有価証券の取得による支出 △101,771 △213,617

保険積立金にかかる支出 △1,865 △11,702

子会社の清算による収入 － 111,826

その他 △6,808 △3,804

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,313,180 △1,700,692

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △50,040 △24,860

配当金の支払額 △405,650 △421,492

新株予約権の行使による株式の発行による収入 34,270 49,119

自己株式の取得による支出 △181 △169

財務活動によるキャッシュ・フロー △421,601 △397,402

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,784 783,316

現金及び現金同等物の期首残高 3,532,025 3,506,240

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,506,240 ※ 4,289,556
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 1社

連結子会社の名称

エフアンドエムネット株式会社

なお、前連結会計年度において連結子会社でありました一般社団法人マイナンバー推進協議会は清算したた

め、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

　当社の商品は月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）、連結子会社の仕掛品は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）によっており、貯蔵品は当社及び連結子会社とも最終仕入原価法による原価法によっておりま

す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～42年

工具、器具及び備品 ２～15年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用

　均等償却によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社及び連結子会社は従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠出年金を選択できる制度を採用しておりま

す。

　退職一時金については、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①アカウンティングサービス事業

ⅰ）経理代行サービス
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　主に個人事業主である会員顧客に対して経理代行サービスの提供を行っており、サービスの利用回数や従

量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供すること

であると判断しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しており

ます。

ⅱ）業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託しております。契約の時

点で必要となる履行義務を見積もり、当該履行義務の進捗割合に応じて収益を計上しております。

②コンサルティング事業

ⅰ）情報提供サービス

　会員企業に対して総務経理部門に対する各種の情報提供を行っております。サービスの利用回数や従量に

対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供することであ

ると判断しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しておりま

す。

ⅱ）補助金申請支援

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした各種補助金の申請支援等における当社の履

行義務は、申請書やその他提出書類のチェック及び精度を高めるためのアドバイス等であり、採択をもって

履行義務が充足すると判断しております。そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上し

ております。

ⅲ）商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると判断しております。そ

のため顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。な

お、第三者である他の当事者による商品の提供をもって履行義務が充足すると判断しており、販売月に一時

点で収益を認識しております。

③ビジネスソリューション事業

ⅰ）コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っております。サービスの利用回

数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供す

ることであると判断しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上し

ております。

ⅱ）ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセンスを顧客に供与する際

の約束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスする権利である契約については、一定の期間に

わたり収益を認識しております。また、ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する

契約については一時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。また、取引の対価は履行義

務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

(6）のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間の定額法により償却を行って

おります。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損処理

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 （単位：千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

無形固定資産 1,226,257 1,918,715

　ビジネスソリュ－ション事業に属する「企業・士業向けITソリューションの提供」（オフィスステー

ション事業）において、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について使用価値をもって検

討を行いましたが、事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の

帳簿価額（1,918,715千円）を超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　当連結会計年度は、ビジネスソリュ－ション事業に属するオフィスステーション事業において、マーケ

ティング活動を幅広く行ったこと、またソフトウエアの積極的開発に係る減価償却費により、全社費用配

賦後の営業損益が継続して損失を示しており、減損の兆候が認められております。割引前将来キャッ

シュ・フローの見積りの基礎となるオフィスステーション事業の事業計画においては、人事労務クラウド

ソフト「オフィスステーション」シリーズの市場シェア拡大による販売数量の増加、並びに市場需要の変

化を見込んだ付加価値商材による販売単価上昇、また人事労務クラウド市場全体の成長を主な仮定として

おります。

　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場

環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、将来キャッシュ・フロー

の見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益の認

識について主に次の変更が生じております。

 

(1) 商品仕入販売に係る収益認識

　従来は、総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財の提供における役割を代理人と判断した結果、純額

で収益を認識する方法に変更しております。

 

(2) オフィスステーション代理店販売に係る収益認識

　従来は、代理店を通じた販売は一時点において収益を認識しておりましたが、履行義務の識別及び充足時点に

ついて検討した結果、顧客が権利を有している知的財産に著しく影響を与える活動を当社グループが行うことを

顧客からも合理的に期待されているため、代理店を通じて販売する場合においても、ライセンスの供与期間にわ

たり知的財産にアクセスする権利を提供していると判断し、一定期間にわたり収益を認識する方法に変更してお

ります。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準

第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益

の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、

当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準

第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行ってお

りません。

　この結果、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は189,817千円、売上原価は37,672千円減少し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ152,145千円減少しております。また、利益剰余金の期

首残高への影響はなく、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益に与える影響は軽微であります。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこ

とといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　

2020年３月31日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものにつ

いては記載しておりません。

 

 
 

EDINET提出書類

株式会社エフアンドエム(E05107)

有価証券報告書

 52/106



（表示方法の変更）

（連結損益計算書関係）

　「販売費及び一般管理費」の「賞与」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より「注記事項（連

結損益計算書関係）」の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に表示しております。なお、前

連結会計年度及び当連結会計年度における金額は、「注記事項（連結損益計算書関係）」に記載のとおりで

す。

　また、「販売費及び一般管理費」の「広告宣伝費」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度

より「注記事項（連結損益計算書関係）」の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に表示して

おりません。
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（会計上の見積りの変更）

（資産除去債務の見積りの変更）

　当社グループは、賃貸契約に基づき使用する賃貸物件については、退去時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定されていなかったこと

から資産除去債務を合理的に見積ることができず、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませんでし

た。

　当連結会計年度において、退去が発生したことに伴い合理的な見積りが可能となったため、原状回復費用及

び使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。

　この見積りの変更により、資産除去債務は31,580千円と見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を費用

に計上しております。この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は1,658

千円減少しております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　当社グループでは、固定資産の減損処理等の会計上の見積りについて、連結財務諸表作成時において入手可

能な情報に基づき実施しております。

　新型コロナウイルス感染症による当社グループへの影響としては、翌連結会計年度の各事業セグメントにお

いて、訪問を伴う営業活動については引き続き断続的に制限を受けることがあるものと考えております。その

一方で商談等をオンラインで行うことが中小企業を含め広く受け入れられるようになったことで、対面に頼ら

ない提案活動やサービス提供の方法を更に模索することでより効率的な活動が行えるものと捉えております。

当社グループでは、この仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

 
当連結会計年度

（2022年３月31日）

受取手形 －千円

売掛金 954,098

契約資産 26,517

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 1,129,228千円 1,250,173千円

 

※３　その他（流動負債）のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（2022年３月31日）

契約負債 336,070千円

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

給与手当 1,480,832千円 1,659,328千円

賞与 364,008 545,982

賞与引当金繰入額 234,523 447,797

退職給付費用 28,680 34,879

貸倒引当金繰入額 2,916 11,094

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

ソフトウエア仮勘定 2,779千円 －千円

建物及び構築物 751 －

工具、器具及び備品 169 16

計 3,701 16
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 20,955千円 △19,882千円

組替調整額 － －

税効果調整前 20,955 △19,882

税効果額 △6,416 6,087

その他有価証券評価差額金 14,538 △13,794

その他の包括利益合計 14,538 △13,794

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　（注１） 15,559,400 63,700 － 15,623,100

合計 15,559,400 63,700 － 15,623,100

自己株式     

普通株式　　（注２） 1,121,542 122 － 1,121,664

合計 1,121,542 122 － 1,121,664

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 17,186

合計 － － － － － 17,186

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 202,130 14 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年11月13日

取締役会
普通株式 202,349 14 2020年９月30日 2020年12月１日
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(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 203,020 利益剰余金 14 2021年３月31日 2021年６月28日

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　（注１） 15,623,100 91,300 － 15,714,400

合計 15,623,100 91,300 － 15,714,400

自己株式     

普通株式　　（注２） 1,121,664 84 － 1,121,748

合計 1,121,664 84 － 1,121,748

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 203,020 14 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年11月12日

取締役会
普通株式 218,890 15 2021年９月30日 2021年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 218,889 利益剰余金 15 2022年３月31日 2022年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

現金及び預金勘定 3,506,240千円 4,289,556千円

現金及び現金同等物 3,506,240 4,289,556 

 

 

（リース取引関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金や安定的に運用益を確保できる金融資産に限定し、ま

た、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。デリバティブは、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。

　営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理

を行っております。

　満期保有目的の債券は、資金運用管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスク

は僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期

保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理を行っております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 522,318 523,662 1,343

　資産計 522,318 523,662 1,343

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払法

人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。

（注）２．以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「投

資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであり

ます。

区分 前連結会計年度（千円）

非上場株式 103
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　当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

有価証券及び投資有価証券 603,205 600,724 △2,480

　資産計 603,205 600,724 △2,480

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「未払法人税

等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており

ます。

（注）２．市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の

連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
 

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 103
 
 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（2021年３月31日）
 

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 3,506,240    

受取手形及び売掛金 544,571 － － －

投資有価証券     

　満期保有目的の債券（社債） － 200,000 200,000 －

合計 4,050,812 200,000 200,000 －

 

　当連結会計年度（2022年３月31日）
 

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 4,289,556 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 980,615 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券（社債） 100,000 200,000 200,000 －

合計 5,370,172 200,000 200,000 －

 

４．　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察ができないインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 96,284 － － 96,284

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　社債 － 504,440 － 504,440

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活

発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 204,630 207,415 2,784

(3）その他 － － －

小計 204,630 207,415 2,784

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 201,520 200,080 △1,440

(3）その他 － － －

小計 201,520 200,080 △1,440

合計 406,151 407,495 1,343

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 204,128 205,950 1,821

(3）その他 － － －

小計 204,128 205,950 1,821

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 302,792 298,490 △4,302

(3）その他 － － －

小計 302,792 298,490 △4,302

合計 506,920 504,440 △2,480
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２．その他有価証券

前連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 116,167 27,461 88,705

(2) 債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 116,167 27,461 88,705

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 116,167 27,461 88,705

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 96,284 27,461 68,823

(2) 債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 96,284 27,461 68,823

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 96,284 27,461 68,823
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３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠出年金を選択できる制度を採用してお

ります。

　退職一時金については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費用処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 29,870千円 41,145千円

　退職給付費用（売上原価） 1,974 2,145

　退職給付費用（販売費及び一般管理費） 11,451 13,273

　退職給付の支払額 △2,151 △219

退職給付に係る負債の期末残高 41,145 56,344

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）

当連結会計年度

（2022年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 41,145千円 56,344千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 41,145 56,344

   

退職給付に係る負債 41,145 56,344

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 41,145 56,344

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度 13,425千円 当連結会計年度 15,419千円

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度は19,299千円、当連結会計年度は

24,796千円であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社エフアンドエム(E05107)

有価証券報告書

 66/106



（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

一般管理費の株式報酬費 － －

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

新株予約権戻入益 168 1,848

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 2015年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

 
当社取締役 5名

当社子会社取締役 4名

当社及び当社子会社の従業員 254名
　

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式　263,000株

付与日 2015年９月１日

権利確定条件

付与日（2015年９月１日）以降、権利行

使日（2016年６月30日）まで継続して勤

務していること。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　2016年７月１日

至　2021年６月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　２．2015年ストック・オプションは2021年６月30日をもって行使期間が満了となり、権利を失効しており

ます。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（2022年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 2015年ストック・オプション

権利確定前　　 （株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　 （株）  

前連結会計年度末 102,300

権利確定 －

権利行使 91,300

失効 11,000

未行使残 －

 

②　単価情報
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 2015年ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 538

行使時平均株価　　　　　（円） 1,452

公正な評価単価（付与日）（円） 168

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 39,797千円 35,814千円

賞与引当金 95,751  178,310

未払事業税 20,062  38,925

未払事業所税 2,105  2,899

未払費用 14,693  48,736

契約負債 1,034  1,549

投資有価証券評価損 8,173  8,173

土地固定資産税等相当額 1,874  1,874

減価償却超過額 5,800  4,669

新株予約権 5,262  －

退職給付にかかる負債 12,608  17,288

連結会社間内部利益消去 147,903  203,167

その他 171  △594

繰延税金資産小計 355,240  540,816

評価性引当額（注） △90,175  △152,205

繰延税金資産合計 265,064  388,611

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △19,754  △13,667

繰延税金負債合計 △19,754  △13,667

繰延税金資産の純額 245,309  374,944

 

（注）評価性引当額の変動の主な理由は、連結会社間内部利益消去に係る評価性引当額の増加であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

住民税均等割額 1.1  0.6

評価性引当額 3.1  2.7

交際費等永久に損金算入されない項目 0.1  0.1

税額控除 △2.2  △2.1

その他 △1.1  △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.6  31.5
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　当社は、東京、名古屋、福岡、仙台、札幌、沖縄地域に支社等として賃借物件を使用しており、また、近畿圏

にてパソコン教室として７店舗の賃借物件を使用しております。

　上記物件は不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しております。

　賃借物件については当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上して

おりません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社は、東京、名古屋、福岡、仙台、札幌、沖縄地域に支社等として賃借物件を使用しており、また、近

畿圏にてパソコン教室として６店舗の賃借物件を使用しております。これらの不動産賃貸借契約に伴う原状

回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　当連結会計年度における資産除去債務は、負債計上に代えて、当該賃貸契約に関連する敷金及び保証金の

回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金

額を費用に計上する簡便的な方法によっております。

　なお、使用見込期間は15年から20年と見積っております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2020年４月１日

至　2021年３月31日）

当連結会計年度

（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

期首残高 － －

当連結会計年度の負担に属する償却額 － 1,658

期末残高 － 1,658

 

(4) 当該資産除去債務の金額の見積りの変更

　当該資産除去債務の金額の見積りの変更については、「（会計上の見積りの変更）　（資産除去債務の見

積りの変更）」に記載のとおりであります。
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（賃貸等不動産関係）

当社では、大阪府において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルを所有しております。なお、

当該賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として

使用される部分を含む不動産としております。

当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価

は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

賃貸等不動産として使用される部分を含む
不動産

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 2,081,516 2,049,361

 期中増減額 △32,154 △30,210

 期末残高 2,049,361 2,019,151

期末時価 1,904,000 1,904,000

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は設備投資（24,305千円）であり、主な減少額は減価

償却（56,459千円）であります。当連結会計年度の主な増加額は設備投資（25,291千円）であり、主な

減少額は減価償却（55,501千円）であります。

３．期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

 

また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

賃貸等不動産として使用される部分を含む
不動産

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

賃貸収益 109,730 109,927

賃貸費用 82,883 78,037

差額 26,847 31,889

その他（売却損益等） － －

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社及び一部の

連結子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動

産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

その他
（注）

合計
アカウン
ティング
サービス事

業

コンサル
ティング事

業

ビジネスソ
リューショ

ン
事業

不動産賃貸
事業

計

一時点で移転される財及

びサービス
66,638 1,605,704 608,123 － 2,280,466 138,026 2,418,492

一定の期間にわたり移転

される財及びサービス
3,597,269 3,217,433 1,424,444 － 8,239,147 107,334 8,346,482

顧客との契約から生じる

収益
3,663,907 4,823,138 2,032,567 － 10,519,614 245,361 10,764,975

その他の収益 － － － 110,101 110,101 － 110,101

外部顧客への売上高 3,663,907 4,823,138 2,032,567 110,101 10,629,715 245,361 10,875,076

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社エフアンドエムネッ

ト株式会社のシステム開発事業、パソコン教室の運営及びFC指導事業等を含んでおります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）「４．会計方針に関する事項　(5)　重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報

　(1) 契約資産及び契約負債の残高

　　顧客との契約から生じた契約資産と契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  

　受取手形 －

　売掛金 521,411

 521,411

顧客との契約から生じた債権（期末残高）  

　受取手形 －

　売掛金 954,098

 954,098

契約資産（期首残高） 23,160

契約資産（期末残高） 26,517

契約負債（期首残高） 190,642

契約負債（期末残高） 336,070

 

　契約資産は、期末日時点で完了している契約のうち、進捗度の測定に基づいて認識した収益にかかる未請求

の対価に対する当社グループの権利の残高であります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条

件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。

　契約負債は、連結財務諸表上、流動負債の「その他」に計上しております。契約負債は主に、当社グループ

がサービス提供を行う前に顧客から受け取った対価であり、期末時点において履行義務を充足していない残高

であります。

　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、182,358千円で

あります。
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　(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は290,715千円であり、当社グループ

は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から５年の間で収益を認識することを見込んで

おります。

　なお、当初の予想期間が１年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用し、記載を省略してお

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱うサービスについて国内の包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「アカウン

ティングサービス事業」、「コンサルティング事業」、「ビジネスソリューション事業」及び「不動産賃

貸事業」の４つを報告セグメントとしております。

　「アカウンティングサービス事業」は生命保険営業職員を中心とする個人事業主及び小規模企業に対す

る経理代行を中心とした会計サービスを提供しております。「コンサルティング事業」は中堅中小企業の

総務経理部門に対する各種情報提供サービスの「エフアンドエムクラブ」、ISO及びプライバシーマーク

の認証取得支援、「ものづくり補助金」をはじめとした補助金受給申請支援等を行っております。「ビジ

ネスソリューション事業」は士業向けコンサルティング、及び企業・士業向けITソリューションの提供等

を行っております。「不動産賃貸事業」は当社が所有するオフィスビルの賃貸を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、当連結会計年度の期

首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの

利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度における売上高は「コンサルティング事業」で

35,126千円、「ビジネスソリューション事業」で154,691千円減少しております。また、セグメント利益

は「ビジネスソリューション事業」で152,145千円減少しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2020年４月１日　至2021年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 

アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸

事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 3,446,824 2,972,054 1,451,053 110,057 7,979,989 184,731 8,164,721

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 1,353 3,654 8,372 13,380 1,515,858 1,529,238

計 3,446,824 2,973,407 1,454,707 118,430 7,993,370 1,700,589 9,693,960

セグメント利益又は損失（△） 1,232,444 1,054,082 △338,081 33,023 1,981,469 109,663 2,091,133

セグメント資産 965,410 258,651 1,653,999 1,432,166 4,310,227 720,280 5,030,508

その他の項目　（注）２        

減価償却費 155,916 12,069 327,551 34,803 530,339 28,054 558,393

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
174,293 36,188 996,549 6,848 1,213,879 61,574 1,275,454

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社エフアンドエム

ネット株式会社のシステム開発事業、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等を含んでおります。

２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用とその償却額が含まれておりま

す。

 

当連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 

アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸

事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 3,663,907 4,823,138 2,032,567 110,101 10,629,715 245,361 10,875,076

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 2,007 3,317 8,525 13,850 2,027,378 2,041,228

計 3,663,907 4,825,145 2,035,885 118,627 10,643,565 2,272,739 12,916,304

セグメント利益又は損失（△） 1,113,583 2,058,718 △12,166 34,473 3,194,609 22,068 3,216,677

セグメント資産 1,020,160 709,020 2,461,047 1,409,901 5,600,130 823,953 6,424,083

その他の項目　（注）２        

減価償却費 164,928 21,665 559,429 33,227 779,251 32,015 811,267

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
227,015 60,389 1,352,195 10,962 1,650,561 65,363 1,715,925

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社エフアンドエム

ネット株式会社のシステム開発事業、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等を含んでおります。

２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用とその償却額が含まれておりま

す。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,993,370 10,643,565

「その他」の区分の売上高 1,700,589 2,272,739

セグメント間取引消去 △1,529,238 △2,041,228

連結財務諸表の売上高 8,164,721 10,875,076

 
（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,981,469 3,194,609

「その他」の区分の利益 109,663 22,068

セグメント間取引消去 △592 74

のれんの償却額 △300 △17

全社費用（注） △727,760 △818,517

固定資産の調整額 △143,318 △154,692

連結財務諸表の営業利益 1,219,161 2,243,524

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,310,227 5,600,130

「その他」の区分の資産 720,280 823,953

全社資産（注） 5,429,880 6,562,040

その他の調整額 △716,532 △933,975

連結財務諸表の資産合計 9,743,855 12,052,147

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

（単位：千円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 530,339 779,251 28,054 32,015 △31,574 △57,152 526,818 754,114

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

1,213,879 1,650,561 61,574 65,363 △3,487 18,081 1,271,966 1,734,006
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　「セグメント情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

　該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。

 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　「セグメント情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

　該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

      （単位：千円）

 
アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸事業 その他（注） 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 300 － 300

当期末残高 － － － － 68 － 68

（注）「その他」の金額は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社に係る金額であります。
 
　なお、2010年４月１日前に行われた子会社の株式取得により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のと
おりであります。

      （単位：千円）

 
アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸事業 その他（注） 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 181 － 181

当期末残高 － － － － 1,093 － 1,093

（注）「その他」の金額は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社に係る金額であります。
 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

      （単位：千円）

 
アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸事業 その他（注） 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 17 － 17

当期末残高 － － － － 51 － 51

（注）「その他」の金額は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社に係る金額であります。
 
　なお、2010年４月１日前に行われた子会社の株式取得により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のと
おりであります。

      （単位：千円）

 
アカウンティ

ングサービス

事業

コンサルティ

ング事業

ビジネスソ

リューション

事業

不動産賃貸事業 その他（注） 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 181 － 181

当期末残高 － － － － 911 － 911

（注）「その他」の金額は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社に係る金額であります。
 
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　開示すべき事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

１株当たり純資産額 549.13円 626.34円

１株当たり当期純利益 58.33円 106.23円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 57.98円 106.13円

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 843,426 1,548,227

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益（千円）

843,426 1,548,227

普通株式の期中平均株式数（株） 14,458,941 14,573,882

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
（千円）

－ －

普通株式増加数（株） 87,811 13,803

（うち新株予約権（株）） （   87,811） （   13,803）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 24,860 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

計 24,680 － － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．１年以内に返済予定の長期借入金は、連結貸借対照表上「短期借入金」に含めて表示しております。

 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,098,931 4,556,672 7,694,070 10,875,076

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
270,687 755,611 1,567,613 2,258,604

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
166,106 493,688 1,029,934 1,548,227

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
11.44 33.92 70.70 106.23

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
11.44 22.45 36.75 35.52
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,428,753 4,242,144

売掛金 ※ 513,136 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※ 929,584

有価証券 － 100,000

商品及び製品 3,360 2,601

原材料及び貯蔵品 5,647 4,802

前払費用 58,575 73,308

未収入金 ※ 7,003 ※ 10,518

その他 15,125 25,365

貸倒引当金 △14,247 △13,703

流動資産合計 4,017,356 5,374,622

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,167,499 1,160,617

車両運搬具 0 －

工具、器具及び備品 113,414 150,023

土地 1,281,627 1,281,627

有形固定資産合計 2,562,540 2,592,268

無形固定資産   

ソフトウエア 2,005,673 2,906,796

その他 8,451 8,451

無形固定資産合計 2,014,125 2,915,248

投資その他の資産   

投資有価証券 522,421 503,309

関係会社株式 89,617 89,617

出資金 1,710 1,710

長期前払費用 304 100

繰延税金資産 121,185 246,730

滞留債権 25,388 30,778

差入保証金 135,331 135,951

保険積立金 353,437 382,812

その他 12,039 6,955

貸倒引当金 △22,143 △26,077

投資その他の資産合計 1,239,293 1,371,888

固定資産合計 5,815,959 6,879,405

資産合計 9,833,315 12,254,028
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,920 8,220

１年内返済予定の長期借入金 24,860 －

未払金 ※ 564,679 ※ 594,789

未払費用 193,483 330,877

未払法人税等 248,040 656,947

未払消費税等 93,930 248,331

契約負債 － 335,080

前受金 189,913 －

預り金 71,198 97,007

賞与引当金 270,362 483,235

その他 10,947 13,651

流動負債合計 1,680,337 2,768,140

固定負債   

退職給付引当金 40,809 55,130

預り保証金 75,485 75,554

固定負債合計 116,294 130,685

負債合計 1,796,632 2,898,825

純資産の部   

株主資本   

資本金 957,421 989,650

資本剰余金   

資本準備金 337,920 370,149

その他資本剰余金 1,797,909 1,797,909

資本剰余金合計 2,135,830 2,168,059

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,128,987 6,414,198

利益剰余金合計 5,128,987 6,414,198

自己株式 △271,692 △271,861

株主資本合計 7,950,546 9,300,046

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 68,950 55,156

評価・換算差額等合計 68,950 55,156

新株予約権 17,186 －

純資産合計 8,036,683 9,355,202

負債純資産合計 9,833,315 12,254,028
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 ※１ 8,063,366 ※１ 10,717,054

売上原価 ※１ 2,332,442 ※１ 3,109,503

売上総利益 5,730,923 7,607,551

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 4,483,675 ※１,※２ 5,224,755

営業利益 1,247,248 2,382,795

営業外収益   

受取利息 2,016 1,192

有価証券利息 4,938 4,982

受取配当金 2,382 2,120

助成金収入 5,306 2,632

保険手数料収入 299 267

業務受託料収入 787 749

除斥配当金受入益 1,165 663

雑収入 1,086 1,016

営業外収益合計 17,983 13,626

営業外費用   

支払利息 181 25

雑損失 300 1,247

営業外費用合計 481 1,273

経常利益 1,264,749 2,395,149

特別利益   

固定資産売却益 － 18

関係会社清算益 － 2,915

新株予約権戻入益 168 1,848

特別利益合計 168 4,781

特別損失   

固定資産除却損 921 16

特別損失合計 921 16

税引前当期純利益 1,263,995 2,399,914

法人税、住民税及び事業税 366,573 812,249

法人税等調整額 3,396 △119,457

法人税等合計 369,969 692,792

当期純利益 894,026 1,707,121
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【売上原価明細書】
 

  
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

人件費        

給料手当  172,484   214,472   

雑給  243,784   232,790   

賞与  57,440   85,340   

法定福利費  75,630   88,849   

退職給付費用  1,974   2,145   

賞与引当金繰入額  36,369 587,683 25.2 65,212 688,811 22.2

経費        

外注費  44,887   39,234   

旅費交通費  10,267   8,803   

通信費  89,536   93,009   

光熱費  15,929   17,024   

消耗品費  33,800   26,011   

保険料  145   145   

修繕費  681   710   

図書費  98   98   

租税公課  20,561   20,570   

支払手数料  108,630   379,320   

印刷費  6,368   7,964   

賃借料  17,842   15,898   

減価償却費  529,583   779,153   

支払報酬  48,547   60,095   

業務委託料  763,738   944,943   

雑費  3,023 1,693,643 72.6 3,579 2,396,563 77.1

商品売上原価        

期首商品棚卸高  3,342   3,360   

商品仕入高  51,133   23,369   

期末商品棚卸高  3,360 51,115 2.2 2,601 24,128 0.8

売上原価合計   2,332,442 100.0  3,109,503 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 934,935 315,434 1,797,909 2,113,344 4,639,440 4,639,440 △271,511 7,416,208

当期変動額         

剰余金の配当 － － － － △404,479 △404,479 － △404,479

当期純利益 － － － － 894,026 894,026 － 894,026

新株予約権の行使 22,486 22,486 － 22,486 － － － 44,972

新株予約権の失効 － － － － － － － －

自己株式の取得 － － － － － － △181 △181

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 22,486 22,486 － 22,486 489,547 489,547 △181 534,338

当期末残高 957,421 337,920 1,797,909 2,135,830 5,128,987 5,128,987 △271,692 7,950,546

 

    

 
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 54,411 28,056 7,498,676

当期変動額    

剰余金の配当 － － △404,479

当期純利益 － － 894,026

新株予約権の行使 － △10,701 34,270

新株予約権の失効 － △168 △168

自己株式の取得 － － △181

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

14,538 － 14,538

当期変動額合計 14,538 △10,869 538,007

当期末残高 68,950 17,186 8,036,683
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当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 957,421 337,920 1,797,909 2,135,830 5,128,987 5,128,987 △271,692 7,950,546

当期変動額         

剰余金の配当 － － － － △421,910 △421,910 － △421,910

当期純利益 － － － － 1,707,121 1,707,121 － 1,707,121

新株予約権の行使 32,228 32,228 － 32,228 － － － 64,457

新株予約権の失効 － － － － － － － －

自己株式の取得 － － － － － － △169 △169

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 32,228 32,228 － 32,228 1,285,211 1,285,211 △169 1,349,499

当期末残高 989,650 370,149 1,797,909 2,168,059 6,414,198 6,414,198 △271,861 9,300,046

 

    

 
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 68,950 17,186 8,036,683

当期変動額    

剰余金の配当 － － △421,910

当期純利益 － － 1,707,121

新株予約権の行使 － △15,338 49,119

新株予約権の失効 － △1,848 △1,848

自己株式の取得 － － △169

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△13,794 － △13,794

当期変動額合計 △13,794 △17,186 1,318,518

当期末残高 55,156 － 9,355,202
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）有価証券

①　満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

(3）棚卸資産

①　商品

　月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

②　貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～42年

工具、器具及び備品　　２～15年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）長期前払費用

　均等償却によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　当社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠出年金を選択できる制度を採用しております。

　退職一時金については、従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1）アカウンティングサービス事業

①　経理代行サービス

　主に個人事業主である会員顧客に対して経理代行サービスの提供を行っており、サービスの利用回数や従量に

対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供することであると

判断しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

②　業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託しております。契約の時点で

必要となる履行義務を見積もり、当該履行義務の進捗割合に応じて収益を計上しております。

(2）コンサルティング事業

①　情報提供サービス
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　会員企業に対して総務経理部門に対する各種の情報提供を行っております。サービスの利用回数や従量に対し

制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供することであると判断

しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

②　補助金申請支援

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした各種補助金の申請支援等における当社の履行義

務は申請書やその他提出書類のチェック及び精度を高めるためのアドバイス等であり、採択をもって履行義務が

充足すると判断しております。そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上しております。

③　商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると判断しております。そのた

め顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。なお、第三

者である他の当事者による商品の提供をもって履行義務が充足すると判断しており、販売月に一時点で収益を認

識しております。

(3）ビジネスソリューション事業

①　コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っております。サービスの利用回数や

従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用できる機会を提供することで

あると判断しております。そのため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

②　ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセンスを顧客に供与する際の約

束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスする権利である契約については、一定の期間にわたり収

益を認識しております。また、ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する契約について

は一時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。また、取引の対価は履行義務を

充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損処理

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

 （単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

無形固定資産 1,530,336 2,317,442

　ビジネスソリュ－ション事業に属する「企業・士業向けITソリューションの提供」（オフィスステー

ション事業）において、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について使用価値をもって検

討を行いましたが、事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の

帳簿価額（2,317,442千円）を超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　(1)の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）　固定資産の減損処理」

の内容と同一であります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益の認識に

ついて主に次の変更が生じております。

 

(1) 商品仕入販売に係る収益認識

　従来は、総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財の提供における役割を代理人と判断した結果、純額

で収益を認識する方法に変更しております。

 

(2) オフィスステーション代理店販売に係る収益認識

　従来は、代理店を通じた販売は一時点において収益を認識しておりましたが、履行義務の識別及び充足時点に

ついて検討した結果、顧客が権利を有している知的財産に著しく影響を与える活動を当社が行うことを顧客から

も合理的に期待されているため、代理店を通じて販売する場合においても、ライセンスの供与期間にわたり知的

財産にアクセスする権利を提供していると判断し、一定期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰

越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86

項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より「受取

手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契

約負債」に表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業

年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　この結果、当事業年度の損益計算書は、売上高は189,817千円、売上原価は37,672千円減少し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ152,145千円減少しております。また、繰越利益剰余金の期首残高への

影響はなく、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益に与える影響は軽微であります。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注

記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

　なお、当事業年度において、財務諸表に与える影響はありません。
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（表示方法の変更）

（損益計算書関係）

　「販売費及び一般管理費」の「賞与」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より「注記事項（損益計

算書関係）」の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に表示しております。なお、前事業年度

及び当事業年度における金額は、「注記事項（損益計算書関係）」に記載のとおりです。

　また、「販売費及び一般管理費」の「広告宣伝費」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より

「注記事項（損益計算書関係）」の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に表示しておりませ

ん。
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（会計上の見積りの変更）

（資産除去債務の見積りの変更）

　当社は、賃貸契約に基づき使用する賃貸物件については、退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定されていなかったことから資産

除去債務を合理的に見積ることができず、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませんでした。

　当事業年度において、退去が発生したことに伴い合理的な見積りが可能となったため、原状回復費用及び使

用見込期間に関して見積りの変更を行いました。

　この見積りの変更により、資産除去債務は31,580千円と見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用に計

上しております。この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は1,658千円減少してお

ります。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　当社では、固定資産の減損処理等の会計上の見積りについて、財務諸表作成時において入手可能な情報に基

づき実施しております。

　新型コロナウイルス感染症による当社への影響としては、翌事業年度の各事業セグメントにおいて、訪問を

伴う営業活動については引き続き断続的に制限を受けることがあるものと考えております。その一方で商談等

をオンラインで行うことが中小企業を含め広く受け入れられるようになったことで、対面に頼らない提案活動

やサービス提供の方法を更に模索することでより効率的な活動が行えるものと捉えております。当社では、こ

の仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。
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（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期金銭債権 5,716千円 5,991千円

短期金銭債務 333,788 382,109

 

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 48,316千円 20,365千円

売上原価 4,224 576

販売費及び一般管理費 297,374 413,175

営業取引以外の取引による取引高 1,214,794 1,614,600

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度84％、当事業年度84％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度16％、当事業年度16％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

　当事業年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

減価償却費 79,482千円 99,667千円

給与手当 1,458,860 1,612,259

賞与 362,819 545,946

賞与引当金繰入額 228,392 419,432

退職給付費用 28,007 32,182

支払手数料 459,274 632,905

貸倒引当金繰入額 2,916 10,894

 

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2021年３月31日）

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（千円）

子会社株式 89,617

 

当事業年度（2022年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（千円）

子会社株式 89,617
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 
 

当事業年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 38,546千円 34,470千円

賞与引当金 82,784  147,966

未払事業税 17,383  39,005

未払事業所税 2,105  2,899

未払費用 12,892  44,871

前受金 1,034  1,549

投資有価証券評価損 8,172  8,172

土地固定資産税等相当額 1,874  1,874

減価償却超過額 2,619  2,520

新株予約権 5,262  －

退職給付引当金 12,495  16,881

その他 －  507

繰延税金資産小計 185,170  300,719

評価性引当額 △44,230  △40,321

繰延税金資産合計 140,940  260,397

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △19,754  △13,667

繰延税金負債合計 △19,754  △13,667

繰延税金資産の純額 121,185  246,730

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 
 

当事業年度
（2022年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

住民税均等割額 1.1  0.5

評価性引当額 △0.6  △0.2

交際費等永久に損金算入されない項目 0.1  0.1

税額控除 △1.7  △2.0

その他 △0.2  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.3  28.9

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 1,167,499 65,726 － 72,608 1,160,617 895,023

車両運搬具 0 － 0 － － －

工具、器具及び備品 113,414 106,600 16 69,974 150,023 301,239

土地 1,281,627 － － － 1,281,627 －

計 2,562,540 172,327 16 142,582 2,592,268 1,196,263

無形固定資産

ソフトウエア 2,005,673 1,637,171 － 736,048 2,906,796 －

その他 8,451 － － － 8,451 －

計 2,014,125 1,637,171 － 736,048 2,915,248 －

　（注）「当期増加額」の主な内容は次のとおりであります。

「工具、器具及び備品」　全社　各種サーバー導入・入替　　　　　        41,698千円

「ソフトウエア」　アカウンティングサービス事業　業務システム等開発　 225,450千円

「ソフトウエア」　コンサルティング事業　業務システム等開発　　        60,389千円

「ソフトウエア」　ビジネスソリューション事業　販売用システム等開発　1,350,612千円

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 36,390 29,737 26,346 39,780

賞与引当金 270,362 483,235 270,362 483,235

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取・売渡  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―――――

買取・売渡手数料 　無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

当社の公告掲載URLは次のとおり。https://www.fmltd.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第31期）（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月28日近畿財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2021年６月28日近畿財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

（第32期第１四半期）（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月11日近畿財務局長に提出

（第32期第２四半期）（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月12日近畿財務局長に提出

（第32期第３四半期）（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月14日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

    

  2022年６月28日 

株式会社エフアンドエム    

 

 取締役会　御中  

 

 仰星監査法人  

 　大阪事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺本　　悟

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平塚　博路

     

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エフアンドエムの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エフアンドエム及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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オフィスステーション事業に帰属する固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社及び連結子会社は、各事業で多様な顧客向けサービ

スを展開しており、ソフトウエアを中心に多額の固定資産

を保有している。当連結会計年度の連結貸借対照表に計上

されている固定資産6,577,025千円には、ビジネスソ

リューション事業に属するオフィスステーション事業に帰

属するものが1,918,715千円含まれており、総資産の16％

を占めている。

　これらの固定資産は規則的に減価償却されるが、減損の

兆候があると認められる場合には、資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比

較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必

要がある。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定され

た場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額する。

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、オフィスステーション事業は、TVCMや展示会、Web広

告などの広告宣伝費やソフトウエアの先行投資による減価

償却費負担が大きく、全社費用配賦後の営業損益が継続し

てマイナスとなっていることから減損の兆候を識別してい

るが、見積られた割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識は不要と判断し

ている。

　将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者が作成した

事業計画を基礎とし、事業や市場全体の成長性を考慮して

見積られているが、これらの仮定には人事労務クラウドソ

フト「オフィスステーション」シリーズの市場シェア拡大

による販売数量の増加や付加価値商材による販売単価の上

昇、人事労務クラウド市場全体の成長性などが含まれてお

り、一定の不確実性を伴う。また、広告宣伝費やソフトウ

エアの追加投資の規模についても将来キャッシュ・フロー

の見積りに重要な影響を与える。

　以上から、当監査法人は、オフィスステーション事業に

帰属する固定資産の減損損失の認識の要否の判定が、当連

結会計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、

「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

　当監査法人は、減損損失の認識の要否の判定を行ったオ

フィスステーション事業に帰属する固定資産について、主

に以下の監査手続を実施した。

（１）内部統制の評価

　固定資産の減損損失計上の要否判定に係る内部統制の整

備・運用状況の有効性を評価した。

（２）将来キャッシュ・フローの見積りの合理性の評価

・将来キャッシュ・フローの見積りに含まれる販売数量の

増加や販売単価の上昇見込み、広告宣伝費やソフトウエア

の追加投資の規模や内容、人員計画などについて、経営者

及び事業部門管理者へ質問を実施した。

・将来キャッシュ・フローについて、取締役会によって承

認された事業計画との整合性を検討した。

・事業計画の達成可能性に影響するリスク要因を経営者に

質問するとともに、外部機関の公表情報によりその合理性

を検討した。

・人事労務クラウド市場全体の成長性について、外部機関

の公表情報によりその合理性を検討した。

・前連結会計年度に見積られた将来キャッシュ・フローに

ついて、当連結会計年度の実績との差異の分析を行った。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エフアンドエムの

2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社エフアンドエムが2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任
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　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用

される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を

負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 
    

  2022年６月28日 

株式会社エフアンドエム    

 

 取締役会　御中  

 

 仰星監査法人  

 　大阪事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺本　　悟

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平塚　博路

     

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エフアンドエムの2021年４月１日から2022年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エフアンドエムの2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

オフィスステーション事業に帰属する固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断

　「【注記事項】(重要な会計上の見積り)」に記載のとおり、当事業年度の貸借対照表に計上されている固定資産

6,879,405千円には、ビジネスソリューション事業に属するオフィスステーション事業に帰属するものが2,317,442千円含

まれており、総資産の19％を占めている。監査上の主要な検討事項の内容、決定理由及び監査上の対応については、連結

財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(オフィスステーション事業に帰属する固定資産の減損

損失の認識の要否に関する判断)と同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

EDINET提出書類

株式会社エフアンドエム(E05107)

有価証券報告書

105/106



 
 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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